
数 団体 2 2 2 2 2
実施事業数 事業 5 5 5 5 5

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

①部落差別関係者 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

②市民 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700 113,710 113,018 112,327

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
①部落差別関係者の自己啓発・自立促進等。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
②部落差別を中心とした人権問題について理解を
深めてもらう。 委託した事業の執行率 目標 100 100 100 100 100

％
実績 100 100
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
運動団体の講演会、会 目標 350 400 450 500 550

人
員研修会等参加者数 実績 393 710

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 7,760 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 7,760 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 委託料 7,760
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.05 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 364 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 8,124 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
人権推進委託事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 一部委託

科目 一般 02 01 13 人権推進委託事業 分 事業分類 その他市民に対する事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和52年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

市内に事務所を置く部落解放同盟栃木県連合会佐 部落差別・人権問題の調査研究に関する事業、会員等の人権問題に関する研修事
野市協議会、部落解放愛する会佐野市協議会に事 業、会員の自己啓発・自立支援に関する事業、各種相談・指導に関する事業、各
業の委託を行い、部落差別・人権問題の調査研究 種貸付金償還相談事業を実施した。
、会員等の人権問題に関する研修事業、会員の自
己啓発・自立支援に関する事業、各種相談・指導
、各種貸付金償還相談事業をきめ細やかに実施す
ることにより、人権施策の推進を図る。 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
　委託契約の締結→事業実施→実績報告書提出→ （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
検査 委託団体



推

き
（１）事務事業の評

進

価結果 （２）今後の事

委

務事業の方向性
課題（

託

壁）とその解決策

運動

事

団体の理解と協力が必

業

要であり、協議が必要

本

事業のやり方改善（コ

年

ストの見直し）
大 ○ と

度

なる。

目 ＊評価結果に

担

基づいた改革改善案を

当

記入します。

標 平成2

課

3年度から令和2年度

人

まで削減を行い、一定

権

達 中 の効果が見られた

・

。今後は団体と協議の

男

上、委託

成 内容等の見

女

直しを図る。

度

小

大 中

共

小

成果向上余地

結びつ

同

いている 市でなければ

参

できない 妥当である 削

画

減の余地はない

類似事

課

務事業はない 成果向上

事

余地がない 向上しなか

務

った

成果向上余地がな

事

い

業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和52年に、同和対策運動団体との協議により開始した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成14年「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の失効後、同

県などの法令等、社会情勢など）は 和対策事業は同和対策審議会答申により、人権問題の解決に向けた取組みに再構築され、市

事務事業の開始時期と比べてどのように 政の重要課題として推進されてきた。平成28年には「部落差別の解消の推進に関する法律」

変化していますか？ が施行され、部落差別の解消に向け引続き実施する必要がある。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特に意見や要望等は寄せられていない。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

新型コロナウイルスの蔓延など新しい人権問題にも対応した研修や啓発を実施している。

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

人権意識の高揚は急激な成果の向上が望めるものではなく、地道な活動により人権問題の発生を未然

に防ぎ、徐々に達成されるものであると考える。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

委託

B

した事業については１

表

００％実施することが

（

できた。 今後は委託内

事

容について見直しを図

後

り、より効果的な事業

評

運営に努

委託団体と連

価

携を図ることで、円滑

シ

な事業の実施につなが

ー

った。 める。

３．評価

ト

結果の総括と今後の方

）

向性【Action】

人

（３）改革･改善を実

権

現するうえで解決すべ



である。 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
補助金交付回数 回 2 2 2 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

①部落解放同盟佐野市協議会 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

②部落差別関係者 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
③市民 人口 人 116,982 115,700 113,710 113,018 112,327

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
①団体が行う人権推進事業等の円滑な実施及び団

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
体の円滑な運営と財政の健全化を図る。
②自立意識の高揚を図ってもらう。 各種大会、研修会等へ 目標 100 100 100 100 100

回
③部落差別を中心とした人権問題について理解を の参加回数 実績 70 102
深めてもらう。 目標

実績
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
運動団体の講演会、会 目標 350 400 450 500 550

人
員研修会等参加者数 実績 393 710

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 2,790 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 2,790 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 2,790
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.04 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 291 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 3,081 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
部落解放同盟栃木県連合会佐野市協議会支援事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 部落解放同盟栃木県連合会佐野市協議会支援事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和49年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市人権推進事業促進費補助金交付要綱

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

部落解放同盟栃木県連合会佐野市協議会の活動を （市の活動）
支援するための補助金を交付し、団体が行う人権 　年２回に分け人権推進事業促進費補助金を交付
推進事業を支援している。  （協議会の活動）
 　自立意識高揚のための各種大会・研修会等参加、人権擁護及び人権啓発の実施
※部落解放同盟栃木県連合会佐野市協議会は、部   新型コロナウイルス感染拡大防止のため研修等は一部計画を変更して実施
落民の市民的諸権利と自由を保障し、部落完全開
放を達成することを目的とし、地域で組織される R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
支部の会員をもって構成している団体



解

延など外的要因により

放

事
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大 業の実施が困
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目 ＊評価

木
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を実施する必要がある
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標 人権意識の高揚を

会

図るためには、団体が

佐
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達 中 ○ 人権推
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進事業を支援する必要

市
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成
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小
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成果向上余地

結びつい

議
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きない 妥当である 削減

支

の余地はない

類似事務

援
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事

地がない 向上しなかっ

業

た

成果向上余地がない

本年度担当課 人権・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和４９年から同和対策運動団体との協議により開始した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成１４年３月の法の失効後、同和対策事業は同和対策審議会答申により、これまでの成果

県などの法令等、社会情勢など）は や課題を十分に踏まえ、人権問題の解決に向けた取組に再構築し、市政の重要課題として位

事務事業の開始時期と比べてどのように 置付け推進している。平成28年12月に「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行された

変化していますか？ 。

③この事務事業に対して、当該年度中、 補助金等交付検討委員会から平成２２年度比２０％削減するよう提言があった。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

人権意識の高揚は急激な成果の向上が望めるものではなく、地道な活動により人権問題の発生を未然

に防ぎ、徐々に達成されるものであると考える。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

コロナ禍に対応した開催方法で各種大会、研修会が実施されたこと 運動団

B

体の実施事業について

表

適切な支援を行う。

に
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より、目標を達成する

事
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価

】

（３）改革･改善を

シ

実現するうえで解決す

ー

べき
（１）事務事業の

ト

評価結果 （２）今後の

）

事務事業の方向性
課題

部

（壁）とその解決策

新

落

型コロナウイルスの蔓



績）（目標）（目標）（目標）
。 補助金交付回数 回 2 2 2 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

①部落解放愛する会佐野市協議会 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

②部落差別関係者 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
③市民 人口 人 116,982 115,700 113,710 113,018 112,327

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
①団体が行う人権推進事業等の円滑な実施及び団

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
体の円滑な運営と財政の健全化を図る。
②自立意識の高揚を図ってもらう。 各種大会、研修会等へ 目標 30 30 30 30 30

回
③部落差別を中心とした人権問題について理解を の参加回数 実績 26 25
深めてもらう。 目標

実績
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
運動団体の講演会、会 目標 350 400 450 500 550

人
員研修会等参加者数 実績 393 710

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 1,780 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 1,780 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 1,780
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.04 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 291 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 2,071 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
部落解放愛する会佐野市協議会支援事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 部落解放愛する会佐野市協議会支援事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和53年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市人権推進事業促進費補助金交付要綱

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

部落解放愛する会佐野市協議会の活動を支援する （市の活動）
ための補助金を交付し、団体が行う人権推進事業 　年２回に分け人権推進事業促進費補助金を交付
を支援している。 （協議会の活動）
 　自立意識高揚のための各種大会・研修会等参加、人権擁護及び人権啓発の実施
※部落解放愛する会佐野市協議会は、部落問題を   新型コロナウイルス感染拡大防止のため研修等は計画を変更して実施された。
人権問題の柱と据え、様々な差別の完全解消を目
的とし、部落問題の解消を推進する地域出身者及 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
び会の目的に賛同する者を会員とする団体である （実績）（実



解

務事業の方向性
課題（

放

壁）とその解決策

新型

愛

コロナウイルスの蔓延

す

など外的要因により事

る

現状維持（従来通り実

会

施）
大 業の実施が困難

佐

な場合も、柔軟な発想

野

で啓発を実

目 ＊評価結

市

果に基づいた改革改善

協

案を記入します。 施す

議

る必要がある。

標 人権

会

意識の高揚は急激な成

支

果の向上が望めるもの

援

達 中 ○ ではなく、地道

事

な活動により徐々に達

業

成されるも

成 のである

本

と考える。

度

小

大 中 小

年

成果向上余地

結びつい

度

ている 市でなければで

担

きない 妥当である 削減

当

の余地はない

類似事務

課

事業はない 成果向上余

人

地がない 向上しなかっ

権

た

成果向上余地がない

・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和５３年から同和対策運動団体との協議により開始した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成１４年「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の失効後、

県などの法令等、社会情勢など）は 同和対策事業は同和対策審議会答申により、人権問題の解決に向けた取組みに再構築され、

事務事業の開始時期と比べてどのように 市政の重要課題として推進されてきた.。平成28年には「部落差別の解消の推進に関する法

変化していますか？ 律」が施行され、部落差別の解消に向け、今後も引続き実施する必要がある。

③この事務事業に対して、当該年度中、 補助金等交付検討委員会から平成２２年度比20％削減するよう提言があった。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

人権意識の高揚は急激な成果の向上が望めるものではなく、地道な活動により人権問題の発生を未然

に防ぎ、徐々に達成されるものであると考える。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

コロナ禍

B

に対応した開催方法で

表

各種大会、研修会が実

（

施されたこと 運動団体

事

の実施事業について適

後

切な支援を行う。

によ

評

り、目標を達成するこ

価

とができた。

３．評価

シ

結果の総括と今後の方

ー

向性【Action】

ト

（３）改革･改善を実

）

現するうえで解決すべ

部

き
（１）事務事業の評

落

価結果 （２）今後の事



？）
的

同和対策事業が円滑に実施される。
成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

同和対策専門委員活動 目標 216 216 216 216 216
日

日数 実績 216 216
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権を意識しながら生 目標 76 78 80 82 84

％
活している市民の割合 実績 78.2 81.1

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 1,642 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 1,642 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報酬 1,642
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.04 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 291 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 1,933 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
同和対策専門委員設置事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 同和対策専門委員設置事業 分 事業分類 審議会等運営事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和49年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 地方自治法第174条、同和対策専門委員設置規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

同和対策事業の円滑な実施を期するため同和対策 専門委員は、活動結果を報告書にまとめて毎月提出。
専門委員を置き、同和問題に関する調査を行って
いる。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
同和対策専門委員 人 3 3 3 3 3

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

①部落差別関係者 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

②市民 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700 113,710 113,018 112,327

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか



対

蔓延など、社会の変化

策

により発生する様々な

専

目 ＊評価結果に基づい

門

た改革改善案を記入し

委

ます。 悩みや問題に寄

員

り添う必要がある。

標

設

令和２年１月より活動

置

日数を削減している。

事

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

成

業

果向上余地

結びついて

本

いる 市でなければでき

年

ない 妥当である 削減の

度

余地はない

類似事務事

担

業はない 成果向上余地

当

がない 向上しなかった

課

成果向上余地がない

人権・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

運動団体との協議により昭和４９年１１月から同和対策専門委員を設置した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成14年の法の失効後、同和対策事業は一部を除いて廃止されたが、平成28年に「部落差別

県などの法令等、社会情勢など）は の解消に関する法律」など人権に関する3つの法律が施行された。活動日数については、令

事務事業の開始時期と比べてどのように 和２年１月より月６日となった。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 運動団体から、同和行政を円滑に実施するために同和対策専門委員の設置は必要との意見が

関係者（市民、議会、事務事業対象者） ある。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

人権意識の高揚は急激な成果の向上が望めるものではなく、地道な活動により人権問題の発生を未然

に防ぎ、徐々に達成されるものであると考える。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

同和対策専門委員は主に部落差別関係者の抱える悩みの解決に尽力 活動が円滑に実施されるよう適切な支援を行う

し、適

B

切な報告を行っている

表

。

３．評価結果の総括

（

と今後の方向性【Ac

事

tion】

（３）改革

後

･改善を実現するうえ

評

で解決すべき
（１）事

価

務事業の評価結果 （２

シ

）今後の事務事業の方

ー

向性
課題（壁）とその

ト

解決策

部落差別に関す

）

る問題のほか、新型コ

同

ロナウイル
現状維持（

和

従来通り実施）
大 スの



00 500 500
啓発等配布数 部 6,040 6,072 6,100 6,100 6,100

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700 113,710 113,018 112,327

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
1人でも多くの市民に人権尊重の必要性を理解し

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
てもらう。

リーフレット・啓発物 目標 5 5.2 5.4 5.6 5.8
％

品を配布した市民割合 実績 4.7 5.3
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権講演会等参加者数 目標 1,250 1,300 1,350 1,400 1,450

人
実績 － 1,413
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 410 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 712 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 1,122 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 委託料 350
費

入 需用費 334

量 報酬 213
事業費の

千円 報償費 106
内訳

役務費 95

負担金、補助及び 21

旅費 4

人
件
費

職員従事工数 人工 0 1.27 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 9,254 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 10,376 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
人権推進啓発事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 一部委託

科目 一般 02 01 13 人権推進啓発事業 分 事業分類 啓発事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和49年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

人権尊重の理念に関する正しい理解と人権尊重思 　・人権啓発リーフレットの作成・配布　　　　・人権推進審議会の開催
想の普及高揚を図るため、全庁的に推進する人権 　・各施設に横断幕等の設置　　・人権講演会(ハートフルフェスタ）の開催　
教育・啓発に関する施策を側面から支援し、人権 　・人権の花運動　　　　　　　・人権啓発ポスターの募集
行政を総合的かつ効果的に推進する。 　・人権対策推進実行委員会の開催

　・インターネット人権問題モニタリングの実施
　・パートナーシップ宣誓制度の導入

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
ハートフルフェスタ参加者数 人 - 507 5



推

う必要がある。

型コロ

進

ナウイルス蔓延により

啓

中止となっていたが、

発

令和4年度はオ

ンライ

事

ンを活用し、開催した

業

。

３．評価結果の総括

本

と今後の方向性【Ac

年

tion】

（３）改革

度

･改善を実現するうえ

担

で解決すべき
（１）事

当

務事業の評価結果 （２

課

）今後の事務事業の方

人

向性
課題（壁）とその

権

解決策

新型コロナウイ

・

ルスの蔓延など外的要

男

因により事
現状維持（

女

従来通り実施）
大 業の

共

実施が困難になった場

同

合も、柔軟な発想で啓

参

目 ＊評価結果に基づい

画

た改革改善案を記入し

課

ます。 発を実施する必

事

要がある。

標 新型コロ

務

ナウイルス感染状況を

事

考慮し、実施可能

達 中

業

○ な方法で啓発を継続

名

する。

成

度

小

大 中 小

成

前

果向上余地

結びついて

年

いる 市でなければでき

度

ない 妥当である 削減の

担

余地はない

成果向上余

当

地がある程度ある 向上

課

した

成果向上余地があ

人

る程度ある

権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和４９年度より、事務事業を開始した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・人権問題が国際化、都市化、情報化等の進展と共に多種多様化してきた。

県などの法令等、社会情勢など）は 平成２８年度に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「部落差別の解消の

事務事業の開始時期と比べてどのように 推進に関する法律」が施行され、人権対策の推進が求められている。令和４年９月に栃木県

変化していますか？ が性的マイノリティ(LGBT)の人権施策「パートナーシップ宣誓制度」を導入した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 要望は意見は特に寄せられていない。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業があり統合・連携で 指導者養成専門講座開催事業

きる・している

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

街頭啓発や人権講演会の実施により、市民への理解や人権意識の向上が図られた。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

各事業は新型コロナウイルスの感染防止対策を行い実施することが 人権問題を取り巻く社

B

会情勢の変化を把握し

表

、市民の関心が高い問

（

できた。令和４年９月

事

よりパートナーシップ

後

宣誓制度を導入し啓発

評

題を取り上げ、人権講

価

演会を実施する必要が

シ

ある。また、人権問題

ー

を実施した。人権講演

ト

会（ハートフルフェス

）

タ）は、2年連続で新

人

全体への関心を持って

権

もらうような啓発を行



域で組織される団体である。 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
各種大会・研修会参加回数 回 4 9 10 10 10
各種大会・研修会参加職員数 人数 15 35

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（参加対象団体） 市職員数 人 918 921 930 930 930
部落解放同盟佐野市協議会

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
団体主催の研修会等に関係職員が参加することに

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
より、人権問題の理解を深める。

人権問題の理解を深め 目標 3.8 4 4.2 4.4 4.6
％

た職員の割合 実績 1.6 3.8
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
運動団体の講演会、会 目標 350 400 450 500 550

人
員研修会等参加者数 実績 393 710

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 17 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 17 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 12
費

入 旅費 5

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.13 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 947 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 964 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
部落解放同盟事業参画事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 部落解放同盟事業参画事業 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和48年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、第３期人権教育・啓発推進基本計画

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

部落差別（同和問題）をはじめとするあらゆる人 （市の活動）
権問題の解決を図るため、部落解放同盟から要請 運動団体の主催する定期大会､講演会、研修会等に参加した。
のある会議・研修会に参加することにより、人権 （協議会の活動）
問題への理解を深める。 自立意識高揚のための各種大会・研修会等参加、人権擁護及び人権啓発の実施。
 　新型コロナウイルス蔓延防止のため、研修会は会員のみ又はオンラインでの開
※部落解放同盟佐野市協議会は、部落民の市民的 催となった。
諸権利と自由を保障し、部落完全解放を達成する R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
ことを目的とし、地



解

加した職員からの

達 中

放

○ 報告により情報を共

同

有する。

成

度

小

大 中 小

盟

成果向上余地

結びつい

事

ている 市でなければで

業

きない 妥当である 事業

参

費の削減余地がある

成

画

果向上余地がない 向上

事

した

成果向上余地があ

業

る程度ある

本年度担当課 人権・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和４９年に同和行政の取組を開始したときから開始した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・同和行政から同和問題を包括した人権行政へと移行している。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 運動団体から職員を多く参加させてほしいという要望がある。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業の成果に影響が出ない範囲で、参加人数を抑制するなどの削減を図る。

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 部落解放愛する会参画事業

携できない

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

新型コロナウイルスの蔓延により研修会等の縮小があったため、参加人数や回数が減少した。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイルスの影響でオンラインで開催される研修会が増え 事業の成果に影響が出ない範囲で、参加人数を抑制するなどの削減

、職員の参加が可能となり、成果が向上した。 を図る。

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改

B

革･改善を実現するう

表

えで解決すべき
（１）

（

事務事業の評価結果 （

事

２）今後の事務事業の

後

方向性
課題（壁）とそ

評

の解決策

団体に市の方

価

針を理解いただく必要

シ

がある。
事業のやり方

ー

改善（コストの見直し

ト

）
大

目 ＊評価結果に基

）

づいた改革改善案を記

部

入します。

標 研修会の

落

参加人数を削減し、参



者及び賛同する者を会員とする （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
団体である。 各種大会・研修会参加回数 会 1 2 4 4 4

各種大会・研修会参加職員数 人 6 9 20 20 20

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
(参画対象団体) 市職員数 人 918 921 930 930 930
部落解放愛する会佐野市協議会

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
団体主催の研修会等に、関係職員が参加すること

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
により、人権問題の理解を深める。

人権問題への理解を深 目標 0.8 1 1.2 1.4 1.6
％

めた職員の割合 実績 0.7 1
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
運動団体の講演会、会 目標 350 400 450 500 550

人
員研修会等参加者数 実績 393 710

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 6 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 6 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 6
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.06 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 437 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 443 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
部落解放愛する会事業参画事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 部落解放愛する会事業参画事業 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和53年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

部落差別（同和問題）をはじめとするあらゆる人 （市の活動）
権問題の解決を図るため、部落解放愛する会から 運動団体の主催する定期大会、講演会、研修会等に参加した。
要請のある会議・研修会に参加することにより、 （協議会の活動）
人権問題への理解を深める。 自立意識高揚のための各種大会・研修会等参加、人権擁護及び人権啓発の実施。
   新型コロナウイルス感染防止のため、研修等の職員参加は11月の会員研修、
※部落解放愛する会佐野市協議会は、部落問題を 12月の人権講演会の２回となった。
人権問題の柱と据え、様々な差別の完全解消を目 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
的とする地域出身



解

成果向上余地

結びつい

放

ている 市でなければで

愛

きない 妥当である 事業

す

費の削減余地がある

成

る

果向上余地がない 向上

会

した

成果向上余地があ

事

る程度ある

業参画事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和５３年に団体が設立したときから開始した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・同和行政から同和問題を包括した人権行政へと移行している。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 運動団体から職員を多く参加させてほしいという要望がある。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業の成果に影響が出ない範囲で、参加人数を抑制するなどの削減を図った。

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 部落解放同盟事業参画事業

携できない

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、例年より参加人数が減少した。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

コロナ禍に対応した研修が実施されたことにより、成果が向上した 事業の成果に影響が出ない範囲で、参加人数を抑制するなどの削減

。 を図る。

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結果 （２

B

）今後の事務事業の方

表

向性
課題（壁）とその

（

解決策

団体に市の方針

事

を理解いただく必要が

後

ある。
事業のやり方改

評

善（コストの見直し）

価

大  

目 ＊評価結果に基

シ

づいた改革改善案を記

ー

入します。

標 研修会の

ト

参加人数を削減し、参

）

加した職員からの

達 中

部

○ 報告により情報を共

落

有する。

成

度

小

大 中 小



宅新築資金等債務者 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
住宅新築資金等貸付金件数 件 74 74 74 73 73
滞納件数 件 74 74 74 73 73

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
住宅新築資金等貸付金の償還をしてもらう。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

収納率 目標 90.9 91 91.1 91.2 91.3
％

実績 90.9 91
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権を意識しながら生 目標 76 78 80 82 84

％
活している市民の割合 実績 78.2 81.1

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 21 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 21 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 15
費

入 役務費 6

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.17 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 1,239 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 1,260 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
住宅新築資金等貸付金償還事務 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 住宅新築資金等貸付金償還事務 分 事業分類 賦課・収納事務

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和50年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市住宅新築資金等貸付償還金の収納及び滞納整理に関する事務取扱要綱

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

同和地区の環境改善のため実施した住宅新築資金 債務者への納付書の発送、戸別訪問や電話等による納付指導・相談などを行い、
等貸付事業の貸付償還金の収納をする。納付書を 住宅新築資金等貸付償還金の収納をした。
発行し、納付させる。滞納者については、督促及
び催告をするとともに、償還者の状況を確認し、
納付相談及び納付指導をする。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
納付書送付枚数 枚 72 67 70 70 70
納付相談及び納付指導件数 件 40 30 40 40 40

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

住



新

現するうえで解決すべ

築

き
（１）事務事業の評

資

価結果 （２）今後の事

金

務事業の方向性
課題（

等

壁）とその解決策

償還

貸

困難な事例への対応に

付

ついて近隣市や先進市

金

事業のやり方改善（成

償

果向上の見直し）
大 の

還

取組を把握、分析する

事

。

目 ＊評価結果に基づ

務

いた改革改善案を記入

本

します。

標 個別訪問等

年

による返済指導は、償

度

還率の向上に効

達 中 ○

担

果があるため、滞納者

当

等の状況に合わせたよ

課

りき

成 め細かな対応に

人

より償還額を増やす。

権

度

小

大 中 小

成果向上余

・

地

結びついている 市で

男

なければできない 妥当

女

である 削減の余地はな

共

い

類似事務事業はない

同

成果向上余地がある程

参

度ある 向上した

成果向

画

上余地がある程度ある

課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和５０年度から、住宅新築資金等貸付要領（昭和４９年９月１日付け建設省住整発７０号
①この事務事業は、いつ頃、

の都道府県知事あて建設省住宅局長通達）により国の施策として実施した。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・事業開始当時は、同和地区住民の環境改善に必要な事業であったが、平成１４年３月で貸付

県などの法令等、社会情勢など）は 事業が終了し、償還事務のみとなった。平成28年に「部落差別の解消の推進に関する法律」

事務事業の開始時期と比べてどのように が施行された。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 監査委員より、定例監査及び決算審査において、滞納状況について聴取されている。第4次

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 佐野市行政計画大綱実施計画に、改革改善項目として税外収入の未収金縮減を掲げている。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

戸別訪問など滞納者の実情により添った回収の継続や、回収困難な案件についての調査を行

事業のやり方改善（成果向上の見直し） った。

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

滞納者の実情により添った取組により、収納率は目標を達成した。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった

B

理由 ⑪目標達成に向け

表

て必要となる取組内容

（

定期的な納付につなが

事

るように、訪問による

後

集金や状況に応じた無

評

滞納者の状況に応じ、

価

きめ細かな個別対応に

シ

より分納回数や金額の

ー

理のない返済を促した

ト

。 増を図る。

３．評価

）

結果の総括と今後の方

住

向性【Action】

宅

（３）改革･改善を実



標）
人権相談所の開設回数 回 15 16 17 17 17
啓発等配布数 部 6,040 6,072 6,100 6,100 6,100

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（支援対象団体） 人口 人 116,982 115,700 113,710 113,018 112,327
　足利人権擁護委員協議会佐野部会 足利人権擁護委員協議会佐野 人 15 15 15 15 15

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
・足利人権擁護委員協議会佐野部会の活動が充実

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
する。
・市民が、安心して相談できる 人権相談開設時間（年 目標 40 40 40 40 40

時間
間） 実績 38 36

目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権相談窓口延べ開設 目標 121 121 121 121 121

時間
時間 実績 116 114

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 264 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 264 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 260
費

入 需用費 4

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.37 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 2,696 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 2,960 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
人権擁護委員活動支援事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 人権擁護委員活動支援事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和45年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権擁護委員法

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

足利人権擁護委員協議会佐野部会が行う人権擁護 （市の活動）
委員法第11条に定める人権擁護活動を支援する。 　団体の交付金を支出する事務を行った。また、事務局を担当した。
 （佐野部会の活動）
 足利人権擁護委員協議会佐野部会は、現在１５ 　イベントでの街頭啓発や市民課窓口等での配布により啓発資料を6,072部配布
人が法務大臣の委嘱を受けて活動している。人権 した。人権相談所の開設については、定例相談を12回、特設相談を4回実施した
擁護活動の推進を図るため、委員相互の連絡調整 。
を図り、職務を円滑に遂行することを目的とした R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
団体である。 （実績）（実績）（目標）（目標）（目



擁

的要因の影響を受け
事

護

業のやり方改善（成果

委

向上の見直し）
大 にく

員

い方法での開催の工夫

活

が必要となる。

目 ＊評

動

価結果に基づいた改革

支

改善案を記入します。

援

標 外的要因により対面

事

での開催が難しい場合

業

の会議

達 中 ○ や研修の

本

開催方法の検討。

成

度

年

小

大 中 小

成果向上余地

度

結びついている 市でな

担

ければできない 妥当で

当

ある 削減の余地はない

課

類似事務事業はない 成

人

果向上余地がある程度

権

ある 向上した

成果向上

・

余地がある程度ある

男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和４５年度より、事務事業を開始した。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・人権問題が、国際化、都市化、情報化等の進展と共に多種多様化してきた。

県などの法令等、社会情勢など）は 平成28年に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律｣、｢本邦外出身者に対する不

事務事業の開始時期と比べてどのように 当な差別的言動の解消に向けた取り組みの推進に関する法律｣、｢部落差別の解消の推進に関

変化していますか？ する法律」が施行され、人権対策の推進が求められている。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特に意見や要望等は寄せられていない。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

啓発の機会をとらえて人権擁護委員制度や人権擁護委員の活動、人権相談についてPRした。

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

街頭啓発やイベントの開催により、人権擁護委員の活動をPRすることができた。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイルスの蔓延により、老人福祉施設への訪問ができな 外的要因により事業の実

B

施が困難になった場合

表

も、柔軟な発想で事

か

（

った。 業を実施する必

事

要がある。

３．評価結

後

果の総括と今後の方向

評

性【Action】

（

価

３）改革･改善を実現

シ

するうえで解決すべき

ー

（１）事務事業の評価

ト

結果 （２）今後の事務

）

事業の方向性
課題（壁

人

）とその解決策

新型コ

権

ロナウイルスなどの外



会議出席回数 回 5 5 5 5 5

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

足利人権擁護委員協議会 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（委員数） （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
足利人権擁護委員協議会 人 28 28 28 28 28

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
足利人権擁護委員協議会の活動が充実する。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

会議・研究会の開催回 目標 7 7 7 7 7
回

数 実績 6 7
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権相談窓口延べ開設 目標 121 121 121 121 121

時間
時間 実績 116 114

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 225 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 225 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 225
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.05 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 364 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 589 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
足利人権擁護委員協議会活動支援事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 足利人権擁護委員協議会活動支援事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和45年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権擁護委員法

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

足利人権擁護委員協議会が行う人権擁護委員法第 （市の活動）
１７条の任務の円滑な活動を支援するため、負担 　足利人権擁護委員協議会に負担金の支出を行い、会議や研究会へ年間７回参加
金を支出する。 　した。
＊足利人権擁護委員協議会は、各委員間の連絡及 （足利人権擁護委員協議会の活動）
び調整、資料及び情報の収集、研究及び意見の発 　年５回の会議、年２回の研究会の開催、人権相談所の開設、委員事務研修、人
表等で、人権擁護委員法第１７条により活動して 　権思想普及啓発行事の開催。
いる団体である。 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

負担金交付回数 回 1 1 1 1 1



人

に基づいた改革改善案

権

を記入します。 続的な

擁

支援が必要である。

標

護

負担金の額は国勢調査

委

人口により決まってい

員

るた

達 中 ○ め、削減の

協

余地はない。

成

度

小

大

議

中 小

成果向上余地

結び

会

ついている 市でなけれ

活

ばできない 妥当である

動

削減の余地はない

類似

支

事務事業はない 成果向

援

上余地がある程度ある

事

向上しなかった

成果向

業

上余地がない

本年度担当課 人権・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和４５年度より、事務事業を開始。
①この事務事業は、いつ頃、

 
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・人権問題が国際化、都市化、情報化等の進展と共に多種多様化してきた。

県などの法令等、社会情勢など）は 平成２８年度に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「本邦外出身者に対

事務事業の開始時期と比べてどのように する不当な差別的言動の解消に向けた取り組みの推進に関する法律」、「部落差別の解消の

変化していますか？ 推進に関する法律」が施行され、人権対策の推進が求められている。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特に意見や要望等は寄せられていない。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

足利人権擁護委員協議会に対する負担金の支出であり、向上の余地はない。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

コロナ禍に対応した方法により、会議は予定どおり実施された。 外的要因により対面での開催が難しい場合の開催方法の検討が必要

となる。

３．評価結果の総括と今後の方向

B

性【Action】

（

表

３）改革･改善を実現

（

するうえで解決すべき

事

（１）事務事業の評価

後

結果 （２）今後の事務

評

事業の方向性
課題（壁

価

）とその解決策

人権擁

シ

護委員制度や人権擁護

ー

委員の活動を支援す
現

ト

状維持（従来通り実施

）

）
大 ることは人権問題

足

の解決につながる事で

利

あり、継

目 ＊評価結果



R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
負担金交付回数 回 1 1 1 1 1
資料・資材の借用回数 回 1 1 1 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

①市職員（人権啓発に関する職員） R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

②人権擁護委員 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
 地方公共団体会員数 団体 209 206 209 209 209
（参画対象団体） 企業・団体会員数 団体 25 26 25 25 25
　公益財団法人人権教育啓発推進センター 個人会員数 人 45 45 45 45 45

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
①人権教育・啓発についての国・県・市町村の状

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
況やその他最新状況を得る。
②人権ライブラリーを活用し、啓発活動を充実さ 情報等を得た回数 目標 12 12 12 12 12

回
せる。 実績 12 12

目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権を意識しながら生 目標 76 78 80 82 84

％
活している市民の割合 実績 78.2 81.1

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 100 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 100 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 100
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.04 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 291 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 391 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
人権教育啓発推進センター参画事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 人権教育啓発推進センター参画事業 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律等

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

公益財団法人人権教育啓発推進センターに会員と （市の活動）
して負担金を支出している。 　公益財団法人人権教育啓発推進センターに負担金の支出を行っている。人権教
＊公益財団法人人権教育啓発推進センターとは、 育啓発情報誌「アイユ」の購読、DVDの借用、人権に関する情報の収集など。
法務省及び文部科学省共管の公益法人で、基本的 （公益財団法人人権教育啓発推進センターの活動）
人権の擁護に資することを目的として、地方公共 　人権に関する教育・啓発についての調査及び研究、情報の収集及び提供、人権
団体や企業、団体、個人を会員として構成してい に関する相談、各種研修会の開催など。
る団体である。



教

るため、削減の余地

達

育

中 ○ はない。

成

度

小

大

啓

中 小

成果向上余地

結び

発

ついている 市でなけれ

推

ばできない 妥当である

進

削減の余地はない

類似

セ

事務事業はない 成果向

ン

上余地がない 向上しな

タ

かった

成果向上余地が

ー

ない

参画事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和62年に財団法人　地域改善啓発センターとして設立、平成9年に財団法人　人権教育啓
①この事務事業は、いつ頃、

発推進センターに改組・改称した。センターには、昭和62年の設立当初から地方公共団体会
どのようなきっかけで開始しましたか？

員として参画している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・人権問題が、国際化、都市化、情報化等の進展と共に多種多様化してきた。

県などの法令等、社会情勢など）は

事務事業の開始時期と比べてどのように

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特に意見や要望等は寄せられていない。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

主に最新情報・資料収集のため、これ以上の向上はない。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

毎月発行される情報誌「アイユ」により適切に情報を得ることがで 人権問題の社会情勢などを情報誌やＤＶＤの借用により効率よく取

きた。 り入れ、研修や業務に生かすため継続して取り組む。

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現

B

するうえで解決すべき

表

（１）事務事業の評価

（

結果 （２）今後の事務

事

事業の方向性
課題（壁

後

）とその解決策

国レベ

評

ルの最新の情報や資料

価

が得られるため、現
現

シ

状維持（従来通り実施

ー

）
大 状を維持すべきで

ト

ある。

目 ＊評価結果に

）

基づいた改革改善案を

人

記入します。

標 負担金

権

額は法人で決定してい



7,967 7,816 7,700 7,600

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
教育委員会から離れた第３者委員会が重大事態を

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
再調査することで、中立の立場で真実を明らかに
し、いじめ防止等のための対策を推進する。 小中学校のいじめ認知 目標 9 9 9 9 9

％
・小中学校のいじめ認知件数の減少率（当年/前 件数の減少率 実績 -14.1 -3.5
　年） 認知したいじめの解消 目標 100 100 100 100 100

％
率 実績 69.9 69.9

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権を意識しながら生 目標 76 78 80 82 84

％
活している市民の割合 実績 78.2 81.1

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 0 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.02 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 146 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 146 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
いじめ問題再調査委員会運営事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 13 いじめ問題再調査委員会運営事業 分 事業分類 審議会等運営事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成28年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市いじめ問題再調査委員会条例

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

重大事態に係る教育委員会の調査結果に不備があ 平成２８年度より取り組んでいるが、現在までのところ「佐野市いじめ問題再調
ると疑われる場合や、同種の事態の発生の防止の 査委員会」を設置する事案は起きていない。
ため、再調査が必要であると認める時調査を行う
機関として設置する。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
再調査委員会の開催数 回 0 0 0 0 0

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

全児童生徒 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
小中学校の児童生徒数 人 8,074



め

決策

いじめに関する人

問

権啓発の実施。
現状維

題

持（従来通り実施）
大

再

目 ＊評価結果に基づい

調

た改革改善案を記入し

査

ます。

標 ｢佐野市いじ

委

め問題再調査委員会」

員

を設置する事

達 中 ○ 案

会

は起きていない。

成

度

運

小

大 中 小

成果向上余地

営

結びついている 市でな

事

ければできない 妥当で

業

ある 削減の余地はない

本

類似事務事業はない 成

年

果向上余地がない 取組

度

むことができなかった

担

成果向上余地がない

当課 人権・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

平成25年にいじめ防止対策推進法が施行され、その中でいじめ問題の調査結果に対して再調
①この事務事業は、いつ頃、

査をすることができることとなった。これを受けて平成２８年度より開始した。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・いじめ防止対策推進法が施行され、国や学校でいじめ防止等のための基本的な方針が策定さ

県などの法令等、社会情勢など）は れている。今後、それぞれの地方公共団体においても、いじめ防止に関する基本方針が策定

事務事業の開始時期と比べてどのように されていくと考えられる。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 いじめ問題への対応は喫緊の課題であり、社会全体でいじめ問題の解消に取り組まなければ

関係者（市民、議会、事務事業対象者） ならないという気運が高まってきた。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

｢佐野市いじめ問題再調査委員会」を設置する事案は起きていない。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

いじめ防止対策推進法に基づき対応することとなるが、「いじめ問 外的要因に

B

より対面での開催が難

表

しい場合の開催方法の

（

検討が必要

題再調査委

事

員会」を設置する事案

後

はなかった。 となる。

評

３．評価結果の総括と

価

今後の方向性【Act

シ

ion】

（３）改革･

ー

改善を実現するうえで

ト

解決すべき
（１）事務

）

事業の評価結果 （２）

い

今後の事務事業の方向

じ

性
課題（壁）とその解



か？）

・隣保館 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

・市民（施設利用者） （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700
敷地面積 ｍ² 1,601.7 1,601.7

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
・利用者が安心して使用できるような環境を保つ

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
。
・施設の存在目的を理解してもらう。 館利用者数 目標 2,000 2,000 2,000 2,000

人
実績 1,360 1,919
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 1,616 1,431 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 328 571 0 0 0

事業費計(A) 千円 1,944 2,002 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 1,163
費

入 委託料 385

量 使用料及び賃借料 240
事業費の

千円 役務費 127
内訳

備品購入費 73

公課費 16

人
件
費

職員従事工数 人工 0.38 0.17 0 0 0

人件費計(B) 千円 2,784 1,239 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 4,728 3,241 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
隣保館維持管理事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 隣保館維持管理事業 分 事業分類 施設維持管理事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則　佐野市隣保館条例及び施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

・館を利用する市民・職員が安全かつ快適に利用 ・光熱水費等の支払い
できるよう維持する。 ・清掃等の業務委託
・施設の概要（昭和６１年４月１日開館） ・消耗品費、燃料費等の支払い
  名称：佐野市隣保館 ・コピー機・AED賃借料の支払い
  敷地面積：１６０１．７㎡
  延床面積：４０２．０㎡（事務室、相談室、教
養娯楽室、会議室、生活改善室（調理室）、保健 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
衛生室） （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
・維持管理の概要 設備等の修繕発生件数 件 2 3 1
施設の鍵開閉、施設清掃、樹木剪定、除草、公用
車管理、利用申請受付・許可など
②対象（この事務事業は誰・何を対象としています



館

たが、館利用の規制の

維

期間がなかったため、

持

理に務める。

昨年度に

管

比べて利用者が増加し

理

た。

３．評価結果の総

事

括と今後の方向性【A

業

ction】

（３）改

本

革･改善を実現するう

年

えで解決すべき
（１）

度

事務事業の評価結果 （

担

２）今後の事務事業の

当

方向性
課題（壁）とそ

課

の解決策

現状維持（従

隣

来通り実施）
大

目 ＊評

保

価結果に基づいた改革

館

改善案を記入します。

事

標

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

務

成果向上余地

結びつい

事

ている 市でなければで

業

きない 妥当である 削減

名

の余地はない

成果向上

前

余地がない 取組むこと

年

ができなかった

成果向

度

上余地がない

担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により隣保館を建設。昭和６１年開館以来、
①この事務事業は、いつ頃、

地域住民の生活状況を、社会的、経済的、文化的に向上するよう改善を行い、同和問題をは
どのようなきっかけで開始しましたか？

じめとするさまざまな人権問題の早期解決に資するための施設として維持管理してきた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 隣保館は、社会福祉法に基づく隣保事業（相談、啓発・広報等）を行う施設として維持管理

変化していますか？ を行っている。平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 安全・安心して利用できる施設として地域の方が利用している。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 田沼福祉コミュ持管理事業、葛生

携できない 隣保事業相談所維持管理事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上

B

余地がない」ため取組

表

実績なし

⑩Ａ表の成果

（

指標の目標が達成でき

事

た理由、できなかった

後

理由 ⑪目標達成に向け

評

て必要となる取組内容

価

　各事業で人数の制限

シ

をするなど、新型コロ

ー

ナウイルス感染症の拡

ト

感染症対策に努めると

）

ともに、老朽化に伴う

隣

修繕等を施し、維持管

保

大防止に努めて実施し



②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

隣保館運営委員会委員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
運営委員会委員数 人 22 22 22 22 22

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
隣保館及び田沼福祉コミュニティセンターの適切

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
な運営

延べ出席委員数／延べ 目標 80 80 80 80
％

運営委員数 実績 0 40.9
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 106 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 106 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報酬 106
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.16 0.12 0 0 0

人件費計(B) 千円 1,172 874 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 1,172 980 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
隣保館運営委員会運営事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 隣保館運営委員会運営事業 分 事業分類 審議会等運営事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則　佐野市隣保館条例及び施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

・隣保館の円滑な運営を図るため設置。（隣保館 ・運営委員会の開催
条例第10条） 　　令和4年7月1日開催　委員出席者：18名
・運営委員会を開催し、事業方針及び事業計画を ・運営委員会視察研修
決定する。 　　新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため中止
・運営委員会委員の先進地視察研修の開催。
・運営委員会の委員は、市長が委嘱する。委員数
２２人、任期２年（R4・7・1～R6・6・30）（現 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
在は、地域住民代表１３人、学識経験者５人、関 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
係行政機関職員4人の計２２人で組織） 開催回数 回 0 1 2

延べ出席委員数 人 0 18 44



館

します。

標

達 中 ○

成

度

運

小

大 中 小

成果向上余地

営

結びついている 市でな

委

ければできない 妥当で

員

ある 削減の余地はない

会

類似事務事業はない 成

運

果向上余地がない 取組

営

むことができなかった

事

成果向上余地がない

業 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和６１年開館以来、施設の円滑な運営を図るため運営審議会が設置された。その後、平成
①この事務事業は、いつ頃、

１７年合併から運営委員会として新たに設置された。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 隣保館は、開館以来、社会福祉法に基づく隣保事業を実施している。

変化していますか？ 平成２７年度に佐野、田沼及び葛生の３つの運営委員会が一本化された。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

　新型コロナウイルス感染拡大防止などの事由により、昨年度実施 　視察研修の開催に向けて取り組む

できなかった委員の委嘱及び委員会が開催できた。しかし視察研修

は昨年度に続

B

き、安全を考慮し実施

表

しなかった。

３．評価

（

結果の総括と今後の方

事

向性【Action】

後

（３）改革･改善を実

評

現するうえで解決すべ

価

き
（１）事務事業の評

シ

価結果 （２）今後の事

ー

務事業の方向性
課題（

ト

壁）とその解決策

現状

）

維持（従来通り実施）

隣

大

目 ＊評価結果に基づ

保

いた改革改善案を記入



業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
市民の様々な相談に対応する。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

相談への応答率 目標 100 100 100 100
％

実績 100 100
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

人権に関する問題が解決される。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権相談窓口延べ開設 目標 121 121 121 121
時間

時間数 実績 121 114
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 3,891 3,892 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 6 10 0 0 0

一般財源 千円 403 201 0 0 0

事業費計(A) 千円 4,300 4,103 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報酬 1,981
費

入 報償費 1,226

量 職員手当等 423
事業費の

千円 共済費 421
内訳

旅費 52

人
件
費

職員従事工数 人工 0.62 0.48 0 0 0

人件費計(B) 千円 4,543 3,498 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 8,843 7,601 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
隣保館各種相談事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 隣保館各種相談事業 分 事業分類 相談事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則　佐野市隣保館地区相談員設置要綱　佐野市隣保館相談事業実施要項　佐野市隣保館生活

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

・生活相談員による相談（生活、福祉、教育、人 ・生活相談員（１人）による相談（常時）　相談件数２３７件
権、就労・経営、見守り相談） ・地区相談員（５人）による相談（常時）　相談件数５８３件
・地区相談員による相談（生活、福祉、教育、人 ・定例相談（年１２回）　　　　　　　　　相談件数１６５件
権、就労・経営、見守り相談）  
・定例相談（市職員による教育、福祉、健康、住
宅、年金、納税、就労、人権相談、弁護士による
無料法律相談） R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

相談件数 件 1,022 985 1,000

②対象（この事務事



館

ても、随時相談し易い

各

体制を備えている。

３

種

．評価結果の総括と今

相

後の方向性【Acti

談

on】

（３）改革･改

事

善を実現するうえで解

業

決すべき
（１）事務事

本

業の評価結果 （２）今

年

後の事務事業の方向性

度

課題（壁）とその解決

担

策

現状維持（従来通り

当

実施）
大

目 ＊評価結果

課

に基づいた改革改善案

隣

を記入します。

標

達 中

保

○

成

度

小

大 中 小

成果向

館

上余地

結びついている

事

市でなければできない

務

妥当である 削減の余地

事

はない

成果向上余地が

業

ない 取組むことができ

名

なかった

成果向上余地

前

がない

年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により隣保館を建設。昭和６１年開館以来、
①この事務事業は、いつ頃、

社会福祉法に基づく隣保事業を行っている。各種相談事業は、隣保事業の主要な事業の一つ
どのようなきっかけで開始しましたか？

である。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 隣保館で行う隣保事業は、社会福祉法に基づく隣保事業として開館以来実施している。

変化していますか？ 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 地域住民・市民の方が、各種相談員による相談、弁護士相談に気軽に安心して相談できる。

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 定例相談では担当課によっては相談者が少ないため、相談方法などを見直してもいいのでは

からどのような意見・要望がありますか？ないかとの意見がある。

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 田沼福祉コミュ各種相談事業、葛

携できない 生隣保事業相談所相談事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成

B

果向上余地

前年度評価

表

結果が「成果向上余地

（

がない」ため取組実績

事

なし

⑩Ａ表の成果指標

後

の目標が達成できた理

評

由、できなかった理由

価

⑪目標達成に向けて必

シ

要となる取組内容

弁護

ー

士による無料法律相談

ト

が安定して継続し、ま

）

た他の相談につい 生活

隣

相談員による地域住民

保

の現状の把握に努める



健康増進を図るた 高齢者ふれあい事業開催数 回 7 10 10
め、保育園児との交流やレクリエーション等を実 集団健診開催数 回 1 1 1
施する。 健康教室開催数 回 0 1 1
②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

地域住民及び市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
地域住民及び市民の健康増進を図る。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

高齢者ふれあい事業参 目標 200 220 220 220
人

加者数 実績 138 181
健康教室参加者数 目標 15 15 15 15

人
実績 - 14

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 94 133 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 23 23 0 0 0

一般財源 千円 25 17 0 0 0

事業費計(A) 千円 142 173 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 105
費

入 報償費 55

量 役務費 14
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.31 0.37 0 0 0

人件費計(B) 千円 2,271 2,696 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 2,413 2,869 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
隣保館地域福祉事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 隣保館地域福祉事業 分 事業分類 健診・予防事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成3年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

・集団健診 ・集団健診：9月19日開催　 受診者　１３人
主に隣保館周辺地域の住民を対象に、特定健診、 ・健康教室（健康体操講習会）：11月24日 開催　参加者１４人
胃がん、肺がん、前立腺がん、肝炎、大腸がん、 ・高齢者ふれあい事業：毎月第３水曜日（８月・１月を除く）年１０回開催
子宮頸がん、乳がん検診及び健康相談を実施。 　参加者１８１人（内訳：高齢者７１人、保育園児等２０人、講師等２６人　ボ
・健康体操講習会 ランティア６４人）　　　　　
積極的な健康への関心の喚起及び増進を図るため
、健康体操講習会を実施。 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
・高齢者ふれあい事業 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
隣保館周辺の高齢者を対象に、



館

（３）改革･改善を実

地

現するうえで解決すべ

域

き
（１）事務事業の評

福

価結果 （２）今後の事
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務事業の方向性
課題（

事

壁）とその解決策

現状

業

維持（従来通り実施）
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大

目 ＊評価結果に基づ
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いた改革改善案を記入

度

します。

標

達 中 ○

成

度
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小

大 中 小

成果向上余地

当

結びついている 市でな

課

ければできない 妥当で

隣

ある 削減の余地はない

保

類似事務事業はない 成

館

果向上余地がない 取組

事

むことができなかった

務

成果向上余地がない

事業名
前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により隣保館を建設。昭和６１年開館以来、
①この事務事業は、いつ頃、

社会福祉法に基づく隣保事業を行っているが、平成３年から健康で文化的な生活を営むこと
どのようなきっかけで開始しましたか？

を目的に地域福祉事業を実施している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり、平成１４年まで特別

県などの法令等、社会情勢など）は 対策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 地域福祉事業は、平成３年度から取り組んでおり、地域の高齢者の生きがい対策や、健康意

変化していますか？ 識の浸透を図っている。平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した

③この事務事業に対して、当該年度中、 身近な場所で行うため、気軽に参加でき楽しみにしている。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイル

B

ス感染拡大防止を考慮

表

した計画で、高齢者ふ
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れあ 対象となる高齢者

事
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後

化
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価

保育園児との交流は、

シ

１

回のみの実施となっ

ー

た。他、健康体操講習

ト

会は昨年中止となっが

）

実

施できた。

３．評価

隣

結果の総括と今後の方

保

向性【Action】



7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
各種講習会の開催数 回 21 13 13

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
地域住民の相互交流により、同和問題をはじめと

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
する様々な人権課題への理解を深め、文化教養に
関する知識等の向上を図る。 講習会参加者数 目標 100 100 100 100

人
実績 93 95

ふれあいまつり参加者 目標 300 300 300
人

数 実績 - -
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 180 128 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 16 11 0 0 0

一般財源 千円 0 19 0 0 0

事業費計(A) 千円 196 158 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 90
費

入 報償費 65

量 役務費 3
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.31 0.38 0 0 0

人件費計(B) 千円 2,271 2,769 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 2,467 2,927 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
隣保館地域交流事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 隣保館地域交流事業 分 事業分類 イベント等開催事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則  佐野市隣保館地域交流促進事業実施要綱

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

隣保館は、地域に密着したコミュニティセンター ・絵手紙講習会：9月15日、9月22日、9月29日、10月6日、10月13日開催　
として、地域交流会、各種講習会を実施し、住民 　　　　　　　　参加者４０人
相互の交流を図ることで同和問題をはじめとする ・杖道入門講習会：8月24日、8月31日、9月4日開催　参加者１８人
様々な人権課題への理解を深めるとともに、教養 ・ケーキ作り講習会：12月10日　午前、午後開催　参加者８人
文化等に関する知識や能力の向上を図る。 ・座禅体験講習会：1月25日開催　参加者１５人

・健康料理講習会：2月10日、2月17日開催　参加者１４人 
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R



館

評価結果の総括と今後

地

の方向性【Actio

域

n】

（３）改革･改善

交

を実現するうえで解決

流

すべき
（１）事務事業

事

の評価結果 （２）今後

業

の事務事業の方向性
課

本

題（壁）とその解決策

年

現状維持（従来通り実

度

施）
大

目 ＊評価結果に

担

基づいた改革改善案を

当

記入します。

標

達 中 ○

課

成

度

小

大 中 小

成果向上

隣

余地

結びついている 市

保

でなければできない 妥

館

当である 削減の余地は

事

ない

成果向上余地がな

務

い 取組むことができな

事

かった

成果向上余地が

業

ある程度ある

名
前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により隣保館を建設。昭和６１年開館以来、
①この事務事業は、いつ頃、

社会福祉法に基づく隣保事業を行っている。
どのようなきっかけで開始しましたか？

地域交流事業は、隣保事業のうち重要な事業の一つである。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。隣保館で行う地域交流事

事務事業の開始時期と比べてどのように 業は、社会福祉法に基づく隣保事業のひとつとして開館以来実施している。

変化していますか？ 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 身近な場所で行うため、気軽に参加でき楽しみにしている。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 田沼福祉コミュニティセンター地

携できない 域交流事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成

B

に向けて必要となる取

表

組内容

隣保館ふれあい

（

まつりは、新型コロナ

事

ウイルス感染拡大防止

後

対策に イベントの大き

評

さに拘ることなく、可

価

能な条件下で工夫した

シ

内容で

より中止とした

ー

ため参加者は減である

ト

が、12月5日～10

）

日に隣保館 の取組を図

隣

る。

・集会所利用者作

保

品展を開催した。

３．



度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
・人権に対し正しい認識と理解を深めてもらう

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
・人権問題について知ってもらう　　　　　　
・人権活動について情報を得てもらう 人権講演会の参加者数 目標 50 50 50 50

人
実績 24 30

隣保館だよりの総発行 目標 10,000 10,000 1,000 10,000
部

部数 実績 10,000 10,000
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 420 378 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 1 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 421 378 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 228
費

入 備品購入費 99

量 報償費 50
事業費の

千円 負担金、補助及び 1
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.26 0.39 0 0 0

人件費計(B) 千円 1,905 2,842 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 2,326 3,220 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
隣保館啓発・広報活動事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 隣保館啓発・広報活動事業 分 事業分類 啓発事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則　佐野市隣保館条例及び施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　市民に対して、人権尊重の正しい認識と理解を ・人権講演会  7月23日 開催　参加者３０人
深めるため、人権啓発及び広報活動を実施する。 ・街頭人権啓発  7月5日・11月30日　市内２ヶ所

・動く人権啓発運動（人権啓発用ポロシャツ着用）１３９人　着用期間 7月1日
～8月31日
・人権啓発ビデオ・DVD・図書の貸出　４８件
・隣保館だよりの発行　7月号・11月号　各５，０００部

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人権講演会開催数 回 1 1 1
街頭人権啓発回数 回 1 2 2
隣保館だより発行回数 回 2 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年



館

るうえで解決すべき
（

啓

１）事務事業の評価結

発

果 （２）今後の事務事

・

業の方向性
課題（壁）

広

とその解決策

現状維持

報

（従来通り実施）
大

目

活

＊評価結果に基づいた

動

改革改善案を記入しま

事

す。

標

達 中 ○

成

度

小

大

業

中 小

成果向上余地

結び

本

ついている 市でなけれ

年

ばできない 妥当である

度

削減の余地はない

成果

担

向上余地がない 取組む

当

ことができなかった

成

課

果向上余地がない

隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により隣保館を建設。昭和６１年開館以来、
①この事務事業は、いつ頃、

社会福祉法に基づく隣保事業を行っている。啓発・広報活動は、隣保事業の主要な事業の一
どのようなきっかけで開始しましたか？

つである。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 隣保館で行う隣保事業は、社会福祉法に基づく隣保事業として開館以来実施している。

変化していますか？ 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 講演会等に参加した方から、生活の中での人権尊重の意識付けに参考になったとの意見があ

関係者（市民、議会、事務事業対象者） る。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 田沼福祉コミュニティセンター啓

携できない 発・広報活動事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理

B

由、できなかった理由

表

⑪目標達成に向けて必

（

要となる取組内容

新型

事

コロナウイルス感染症

後

拡大防止のため、人権

評

講演会の参加者数 広報

価

紙の充実及びホームペ

シ

ージ等を有効に活用す

ー

る。

を制限して開催し

ト

たため。

３．評価結果

）

の総括と今後の方向性

隣

【Action】

（３

保

）改革･改善を実現す



ていますか？）

・隣保館職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（参画対象団体） 隣保館職員 人 4 5
栃木県隣保館連絡協議会

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権問題について他市町の取り組み状況や国県及

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
び運動団体の動向等の情報を収集するとともに、
部落問題をはじめとする人権問題に対する、職員 会議出席者数 目標 8 8 8 8

人
の理解向上を図る。 実績 3 8

研修会参加者数 目標 6 6 6 6
人

実績 2 6
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 60 60 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 60 60 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 60
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.06 0.06 0 0 0

人件費計(B) 千円 440 437 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 500 497 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
栃木県隣保館連絡協議会参画事業（隣保館） 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 栃木県隣保館連絡協議会参画事業（隣保館） 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 栃木県隣保館連絡協議会規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　栃木県内の隣保館（相談所含む）相互の連携を （市の活動）
密にし、情報交換等により、隣保館事業の円滑な 　県隣協に負担金の支出、年５回の会議等出席、年３回の研修会参加
運営を図ることを目的に組織されている。 （県隣協の活動）
　会員：佐野市・足利市・栃木市・鹿沼市・小山 　年４回の会議、年３回の研修会の開催（１回は先進地等視察）全隣協への参加
市・上三川町の６市町 　　人権に関する情報収集と会員への提供

　国・県への要望活動
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

開催された会議の回数 回 3 4
開催された研修会の回数 回 2 3

②対象（この事務事業は誰・何を対象とし



県

業の方向性
課題（壁）

隣

とその解決策

現状維持

保

（従来通り実施）
大 ○

館

目 ＊評価結果に基づい

連

た改革改善案を記入し

絡

ます。

標

達 中

成

度

小

大

協

中 小

成果向上余地

結び

議

ついている 市でなけれ

会

ばできない 妥当である

参

削減の余地はない

成果

画

向上余地がない 取組む

事

ことができなかった

成

業

果向上余地がない

（隣保館） 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

栃木県隣保館連絡協議会は昭和６３年４月に組織され、同じ目的をもった職員同士の資質の
①この事務事業は、いつ頃、

向上及び情報交換等隣保事業の円滑な運営を図るため参画している。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 栃木県隣保館連絡協議会へは、国県の情報収集の場として当初より参画し、合併後も継続し

変化していますか？ て参画している。平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 栃木県隣保館連絡協議会参画事業

携できない （田沼福祉コミュニティ）

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

昨年はコ

B

ロナ禍による視察研修

表

等の中止があったが、

（

会議、研修等 会議や研

事

修会へ参加し、他の市

後

町との情報交換を蜜に

評

行う。

の積極的に参加

価

できた。

３．評価結果

シ

の総括と今後の方向性

ー

【Action】

（３

ト

）改革･改善を実現す

）

るうえで解決すべき
（

栃

１）事務事業の評価結

木

果 （２）今後の事務事



活動指標 単位
を図ることを基本目標に、全国３３府県７７８隣 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
保館を会員として構成している。 県代表の会議出席回数 回 1 1

県代表の研修会参加回数 回 2 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

・隣保館職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（参画対象団体） 隣保館職員数 人 4 5
　全国隣保館連絡協議会

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権問題について他市町の取り組み状況や国県及

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
び運動団体の動向等の情報を収集するとともに、
部落問題をはじめとする人権問題に対する、職員 会議出席者数（県隣協 目標 1 1 1 1

人
の理解向上を図る。 で出席した人数） 実績 1 1

研修会等出席者数（県 目標 1 1 1 1
人

隣協で参加した人数） 実績 6 1
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 30 27 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 3 0 0 0

事業費計(A) 千円 30 30 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 30
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.03 0.02 0 0 0

人件費計(B) 千円 220 146 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 250 176 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
全国隣保館連絡協議会参画事業（隣保館） 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 全国隣保館連絡協議会参画事業（隣保館） 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 全国隣保館連絡協議会会則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　全国隣保館連絡協議会（全隣協）の会員として （市の活動）
負担金を支出している。また、全隣協主催の研修 　県隣協を通して全隣協への負担金支出。全国隣保館連絡協議会総会、研修会等
会に参加することにより、他市の状況や人権問題 に栃木県隣保館連絡協議会会長が代表して参加。理事会等で事後報告。
に関する情報収集や意見交換を行っている。 （全隣協の活動）
　全隣協とは、全国の隣保館相互の有機的連帯を 　会議、研修会の開催、情報誌の発行、人権に関する情報収集と会員への提供、
図り、隣保館の活動内容を深めることにより、同 国・県への要望活動。
和問題をはじめとする様々な人権問題の早期解決 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度



隣

案を記入します。

標

達

保

中 ○

成

度

小

大 中 小

成果

館

向上余地

結びついてい

連

る 市でなければできな

絡

い 妥当である 削減の余

協

地はない

成果向上余地

議

がない 取組むことがで

会

きなかった

成果向上余

参

地がない

画事業（隣保館） 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会は昭和４６年２月に組織され、同じ目的をもった職
①この事務事業は、いつ頃、

員同士の資質の向上及び情報交換等隣保事業の円滑な運営を図るため参画している。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 全国隣保館連絡協議会参画事業（

携できない 田沼福祉コミュニティ）

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

県隣協代表が全隣協主催の総会及び研修会へ計画どおり参加した。 全隣協主催の会議や研修へ参加し、各ブ

B

ロック会からの参加者

表

との

情報交換を行う。

（

３．評価結果の総括と

事

今後の方向性【Act

後

ion】

（３）改革･

評

改善を実現するうえで

価

解決すべき
（１）事務

シ

事業の評価結果 （２）

ー

今後の事務事業の方向

ト

性
課題（壁）とその解

）

決策

現状維持（従来通

全

り実施）
大

目 ＊評価結

国

果に基づいた改革改善



成している。 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
県代表の会議出席回数 回 8 8
県代表の研修会参加回数 回 13 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

・隣保館職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（参画対象団体） 隣保館職員数 人 4 5
　全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権問題について他市町の取り組み状況や国県及

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
び運動団体の動向等の情報を収集するとともに、
部落問題をはじめとする人権問題に対する、職員 会議出席者数（県隣協 目標 8 8 8 8

人
の理解向上を図る。 で出席した人数） 実績 8 8

研修会等出席者数（県 目標 4 4 4 4
人

隣協で参加した人数） 実績 13 14
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 21 15 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 21 15 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 15
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.03 0.03 0 0 0

人件費計(B) 千円 220 219 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 241 234 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会参画事業（隣保館） 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会参画事業（隣保館 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和61年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会会則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　全国隣保館連絡協議会（全隣協）東日本ブロッ （市の活動）
ク会の会員として負担金を支出している。また、 　県隣協を通して全隣協東日本ブロック会への負担金支出、職員研修会の参加
全隣協東日本ブロック会主催の研修会に参加する （全隣協東日本ブロック会の活動）
ことにより、他市町の状況や人権問題に関する情 　総会等の開催及び全隣協への参加、人権に関する情報収集と会員への提供、国
報収集や意見交換を行っている。 ・県への要望活動
　全隣協東日本ブロック会とは、全隣協の内、三
重県より東の隣保館１３県１３５隣保館を会員と R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
して構



隣

）
大

目 ＊評価結果に基

保

づいた改革改善案を記

館

入します。

標

達 中 ○

成

連

度

小

大 中 小

成果向上余

絡

地

結びついている 市で

協

なければできない 妥当

議

である 削減の余地はな

会

い

成果向上余地がない

東

取組むことができなか

日

った

成果向上余地がな

本

い

ブロック会参画事業（隣保館） 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

栃木県隣保館連絡協議会は昭和６３年４月に組織され、同じ目的をもった職員同士の資質の
①この事務事業は、いつ頃、

向上及び情報交換等隣保事業の円滑な運営を図るため参画している。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 得になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 全隣協東日本ブロック参画事業（

携できない 田沼福祉コミュニティ）

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

県隣協代表及び女性代表が全隣協東日本ブロック会主催の会議、研 全隣協東日本ブロック会主催の会議や

B

研修会へ参加し、県外

表

からの

修会へ計画どお

（

り参加した 参加者と情

事

報交換を行う。

３．評

後

価結果の総括と今後の

評

方向性【Action

価

】

（３）改革･改善を

シ

実現するうえで解決す

ー

べき
（１）事務事業の

ト

評価結果 （２）今後の

）

事務事業の方向性
課題

全

（壁）とその解決策

現

国

状維持（従来通り実施



（目標）
　施設の鍵開閉、設備器具点検修繕、施設清掃、 設備等の修繕発生件数 件 2 3 1
樹木剪定、除草、公用車管理、センター利用申請
受付・許可など
②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

・田沼福祉コミュニティセンター R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

・市民（施設利用者） （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 115,700
敷地面積 ㎡ 990

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
・利用者が安心して使用できるような環境を保つ

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
。
・施設の存在目的を理解してもらう。 利用者数 目標 1,800 1,800 1,800 1,800

人
実績 1,721 1,663
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
%

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 435 631 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 789 1,062 0 0 0

事業費計(A) 千円 1,224 1,693 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 897
費

入 委託料 276

量 備品購入費 227
事業費の

千円 使用料及び賃借料 143
内訳

役務費 134

公課費 17

人
件
費

職員従事工数 人工 0.78 0.67 0 0 0

人件費計(B) 千円 5,715 4,882 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 6,939 6,575 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
田沼福祉コミュニティセンター維持管理事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 田沼福祉コミュニティセンター維持管理事業 分 事業分類 施設維持管理事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則 佐野市隣保館条例及び施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

施設を利用する市民・職員が安全かつ快適に利用 ・光熱水費の支払い
できるよう維持する。 ・清掃等の委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・施設の概要（昭和６２年４月１日開館） ・消耗品費、燃料費等の支払い
名称：佐野市田沼福祉コミュニティセンター　　 ・修繕等の実施（男子トイレ漏水修繕、障子張替修繕、汚水枡つまり修繕）
構造：鉄筋コンクリート造り、２階建　　　　　
建物面積：３３０．６６㎡（事務室、和室、相談
室、大小会議室等）　　　　　　　　　　　　 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
・維持管理の概要 （実績）（実績）（目標）（目標）
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セ
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ン

事務事業の評価結果 （

タ
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方向性
課題（壁）とそ
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の解決策
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来通り実施）
大

目 ＊評

管

価結果に基づいた改革

理

改善案を記入します。

事

標

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

業

成果向上余地

結びつい

本

ている 市でなければで

年

きない 妥当である 削減
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の余地はない

成果向上

担

余地がない 取組むこと

当

ができなかった

成果向

課

上余地がない

隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助による昭和62年開館以来、地域住民の生活状
①この事務事業は、いつ頃、

況を、社会的、経済的、文化的に向上するよう改善を行い、同和問題をはじめとする様々な
どのようなきっかけで開始しましたか？

人権問題の早期解決に資するための施設として維持管理してきた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、S44年同和対策特別措置法に始まりH14年まで特別対策事業が実

県などの法令等、社会情勢など）は 施され、その後、一般対策事業として実施されている。開館以来社会福祉法に基づく隣保事

事務事業の開始時期と比べてどのように 業（相談、啓発・広報等）を行う施設として維持管理を行っている。平成２８年１２月、部

変化していますか？ 落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 利用者から、2階に洋式トイレが無いのは不便だと言われている。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）  

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 隣保館維持管理事業、葛生隣保事

携できない 業相談所維持管理事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地

B

がない」のため取組実

表

績なし

⑩Ａ表の成果指

（

標の目標が達成できた

事

理由、できなかった理

後

由 ⑪目標達成に向けて

評

必要となる取組内容

新

価
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）
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田

朽化に伴う修繕を実

設

沼

けて実施した事業があ



単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
市民の様々な相談に対応する。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

相談への応答率 目標 100 100 100 100
%

実績 100 100
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

人権に関する問題が解決される。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権相談窓口延べ開設 目標 121 121 121 121
時間

時間数 実績 121 114
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 6,033 5,515 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 16 21 0 0 0

一般財源 千円 0 458 0 0 0

事業費計(A) 千円 6,049 5,994 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報酬 4,233
費

入 職員手当等 846

量 共済費 841
事業費の

千円 旅費 74
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 1.49 1.4 0 0 0

人件費計(B) 千円 10,917 10,202 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 16,966 16,196 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
田沼福祉コミュニティセンター各種相談事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 田沼福祉コミュニティセンター各種相談事業 分 事業分類 相談事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則　佐野市隣保事業生活相談員設置規則及び要綱

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

人権尊重を基本として、地域住民の生活上におけ 生活相談員（２人）による相談（常時）
る様々な相談に応じ、相手の立場にたって問題の 相談件数：生活相談３２５件、福祉相談９３件、教育相談３件、人権相談５１件
把握・解決に努めるとともに、関係機関との連携 、就労・経営相談６件、見守り相談３３０件
を密にし、自立支援を基本姿勢として問題の解決
に努める

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
相談件数 件 615 808 800

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標
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談事業 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により田沼福祉コミュニティセンターを建設
①この事務事業は、いつ頃、

。昭和６２年開館以来、社会福祉法に基づく隣保事業を行っているが、各種相談事業は、隣
どのようなきっかけで開始しましたか？

保事業の主要な事業の一つである。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後は、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 田沼福祉コミュニティセンターで行う隣保事業は、社会福祉法に基づく隣保事業として開館

変化していますか？ 以来実施している。平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 隣保館各種相談事業、葛生隣保事

携できない 業相談所相談事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価が「成果向上余地がない」のため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理

B

由 ⑪目標達成に向けて

表

必要となる取組内容

生

（

活相談員が常駐し、地

事

域住民や市民の相談を

後

受ける体制が整って 関

評

係機関との連携や生活

価

相談員の資質の向上が

シ

必要である。

いる。

３

ー

．評価結果の総括と今

ト

後の方向性【Acti

）

on】

（３）改革･改

田

善を実現するうえで解

沼

決すべき
（１）事務事



12月12日開催　 参加者12人　　
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

開催講座数 講座 4 15 15
コミュニティまつり開催数 回 - - 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
地域住民の相互交流により、同和問題をはじめと

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
する様々な人権課題への理解を深め、文化教養に
関する知識等の向上を図る。 講座等参加者人数 目標 180 180 180 180

人
実績 62 164

田沼福祉コミュニティ 目標 350 350 350 350
人

まつり参加者数 実績 - -
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
%

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 146 0 0 0

地方債 千円 72 0 0 0 0

その他 千円 5 46 0 0 0

一般財源 千円 0 16 0 0 0

事業費計(A) 千円 77 208 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 委託料 153
費

入 需用費 34

量 報償費 21
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.33 0.34 0 0 0

人件費計(B) 千円 2,418 2,478 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 2,495 2,686 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
田沼福祉コミュニティセンター地域交流事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 田沼福祉コミュニティセンター地域交流事業 分 事業分類 イベント等開催事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則  佐野市隣保館地域交流促進事業実施要綱

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

田沼福祉コミュニティセンターは、地域に密着し ・パソコン講習会（2講座）開催
た隣保施設として、地域交流及び各種講習会（講 初級ワード：1月30日、2月2日、2月3日、2月6日、2月9日、2月10日　参加者49人
座）を実施し、住民相互の交流を図ることで同和 初級エクセル：1月30日、2月2日、2月3日、2月6日、2月9日、2月10日参加者64人
問題をはじめとする様々な人権課題への理解を深 ・高齢者ふれあい交流会：　11月29日開催　参加者26人
めるとともに、教養文化等に関する知識や能力の ・健康講座：6月30日開催　参加者13人　
向上を図る。 ・料理講座：



福

で参加者数が減少した

祉

。 開催やサークルの活

コ

性化が必要である。

３

ミ

．評価結果の総括と今

ュ

後の方向性【Acti

ニ

on】

（３）改革･改

テ

善を実現するうえで解

ィ

決すべき
（１）事務事

セ

業の評価結果 （２）今

ン

後の事務事業の方向性

タ

課題（壁）とその解決

ー

策

現状維持（従来通り

地

実施）
大

目 ＊評価結果

域

に基づいた改革改善案

交

を記入します。

標

達 中

流

○

成

度

小

大 中 小

成果向

事

上余地

結びついている

業

市でなければできない

本

妥当である 削減の余地

年

はない

成果向上余地が

度

ない 取組むことができ

担

なかった

成果向上余地

当

がない

課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により田沼福祉コミュニティセンターを建設
①この事務事業は、いつ頃、

。昭和６２年開館以来、社会福祉法に基づく隣保事業を行っている。
どのようなきっかけで開始しましたか？

地域交流事業は、隣保事業の主要な事業の一つである。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後は、一般対策事業として実施している。

事務事業の開始時期と比べてどのように 田沼福祉コミュニティセンターで行う隣保事業は、社会福祉法に基づく隣保事業として開館

変化していますか？ 以来実施している。平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 多くの講座参加者から楽しく参加できたとの感想が得られた。

関係者（市民、議会、事務事業対象者） パソコン講習会では講師の説明が分かりやすかったとの好評を得ている。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業があり統合・連携で 隣保館地域交流事業

きる・している

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価が「成果向

B

上余地がない」のため

表

取組実績なし

⑩Ａ表の

（

成果指標の目標が達成

事

できた理由、できなか

後

った理由 ⑪目標達成に

評

向けて必要となる取組

価

内容

新型コロナウイル

シ

ス感染拡大防止のため

ー

、田沼福祉コミュニテ

ト

ィま 利用者数を増加さ

）

せるためには、市民の

田

ニーズに応じたイベン

沼

トの

つりを中止したの



実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
・人権に対し正しい認識と理解を深めてもらう。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
・人権問題について知ってもらう。
・人権活動について情報を得てもらう。 人権講演会の参加者数 目標 30 40 40 40

人
実績 25 28

コミュニティだよりの 目標 9,000 9,000 9,000 9,000
部

発行部数 実績 9,000 9,000
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 82 92 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 82 92 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 66
費

入 報償費 20

量 負担金、補助及び 6
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.34 0.43 0 0 0

人件費計(B) 千円 2,491 3,133 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 2,573 3,225 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
田沼福祉コミュニティセンター啓発・広報活動事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 田沼福祉コミュニティセンター啓発・広報活動事業 分 事業分類 啓発事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉法及び施行規則　佐野市隣保館条例及び施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

市民に対し、人権啓発及び広報活動を実施するこ ・人権講演会の開催　12月4日開催　参加者28名
とにより人権尊重の正しい認識と理解を深める。 ・人権啓発ビデオの貸出し

・田沼福祉コミュニティセンターだよりの発行　3回（6、11、3月）各3,000部
・人権啓発用品の作成・配布
・人権啓発横断幕の設置

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人権講演会の回数 回 1 1 1
コミュニティだよりの発行回 回 3 3 3

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（



福

価結果の総括と今後の

祉

方向性【Action

コ

】

（３）改革･改善を

ミ

実現するうえで解決す

ュ

べき
（１）事務事業の

ニ

評価結果 （２）今後の

テ

事務事業の方向性
課題

ィ

（壁）とその解決策

現

セ

状維持（従来通り実施

ン

）
大

目 ＊評価結果に基

タ

づいた改革改善案を記

ー

入します。

標

達 中 ○

成

啓

度

小

大 中 小

成果向上余

発

地

結びついている 市で

・

なければできない 妥当

広

である 削減の余地はな

報

い

成果向上余地がない

活

取組むことができなか

動

った

成果向上余地がな

事

い

業 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により田沼福祉コミュニティセンターを建設
①この事務事業は、いつ頃、

。昭和６２年開館以来、社会福祉法に基づく隣保事業を行っているが、啓発・広報活動は、
どのようなきっかけで開始しましたか？

隣保事業の主要な一つである。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後は、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 田沼福祉コミュニティセンターで行う隣保事業は、社会福祉法に基づく隣保事業として開館

変化していますか？ 以来実施している。平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 講演会等の参加者から「大変有意義な話しだった。」「とても勉強になった。」等のアンケ

関係者（市民、議会、事務事業対象者） ート結果が得られた。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 隣保館啓発・広報活動事業

携できない

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価が「成果向上余地がない

B

」のため取組実績なし

表

⑩Ａ表の成果指標の目

（

標が達成できた理由、

事

できなかった理由 ⑪目

後

標達成に向けて必要と

評

なる取組内容

新型コロ

価

ナウイルス感染症対策

シ

のため、講演会の募集

ー

人数を制限し 人権講演

ト

会及び広報紙の内容を

）

充実させ、効果的な啓

田

発ができるよ

て開催し

沼

た。 うにする。

３．評



事業は誰・何を対象としていますか？）

田沼福祉コミュニティセンター職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（参画対象団体）栃木県隣保館連絡協議会 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
田沼福祉コミュニティセンタ 人 4 4

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権問題について他市町の取り組み状況や国県及

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
び運動団体の動向等の情報を収集するとともに、
部落問題をはじめとする人権問題に対する、職員 会議出席者数 目標 8 8 8 8

人
の理解向上を図る。 実績 3 8

研修会参加者数 目標 6 6 6 6
人

実績 2 6
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
%

活している人の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 60 60 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

事業費計(A) 千円 60 60 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 60
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.02 0.02 0 0 0

人件費計(B) 千円 147 146 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 207 206 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
栃木県隣保館連絡協議会参画事業（田沼福祉コミュニティセンター） 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 栃木県隣保館連絡協議会参画事業（田沼福祉コミュニティ 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 栃木県隣保館連絡協議会会則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　栃木県内隣保館（相談所を含む）相互の連携を （市の活動）
密にし、情報交換等隣保事業の円滑な運営を図る 　県隣協に負担金の支出、年５回の会議等出席、年３回の研修会参加
ことを目的に組織されている。 （県隣協の活動）
会員：足利市、佐野市、栃木市、鹿沼市、小山市 　年４回の会議、年３回の研修会の開催（１回は先進地等視察）全隣協への参加
、上三川町の６市町 　　人権に関する情報収集と会員への提供

　国・県への要望活動
R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

開催された会議の回数 回 3 4
開催された研修会の回数 回 2 3

②対象（この事務



県

度

小

大 中 小

成果向上余

隣

地

結びついている 市で

保

なければできない 妥当

館

である 削減の余地はな

連

い

成果向上余地がない

絡

取組むことができなか

協

った

成果向上余地がな

議

い

会参画事業（田沼福祉コミュニティセンター） 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

栃木県隣保館連絡協議会は昭和６３年４月に組織され、同じ目的をもった職員同士の資質の
①この事務事業は、いつ頃、

向上及び情報交換等隣保事業の円滑な運営を図るため、開館当初から参画している。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 栃木県隣保館連絡協議会参画事業

携できない （隣保館）

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価が「成果向上余地がない」のため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

県隣協が主催する会議や研修会へ積極的に参加した。 会議や研修会へ参加し、他市町の職員と情

B

報交換を行う。

３．評

表

価結果の総括と今後の

（

方向性【Action

事

】

（３）改革･改善を

後

実現するうえで解決す

評

べき
（１）事務事業の

価

評価結果 （２）今後の

シ

事務事業の方向性
課題

ー

（壁）とその解決策

現

ト

状維持（従来通り実施

）

）
大 ○

目 ＊評価結果に

栃

基づいた改革改善案を

木

記入します。

標

達 中

成



R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

を図ることを基本目標に、全国３３府県７７８隣 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
保館を会員として構成している。 県隣協代表が出席した会議の 回 1 1

県隣協代表が参加した研修会 回 2 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

田沼福祉コミュニティセンター職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（参画対象団体）全国隣保館連絡協議会 田沼福祉ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ職員数 人 4 4

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権問題について他市町の取り組み状況や国県及

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
び運動団体の動向等の情報を収集するとともに、
部落問題をはじめとする人権問題に対する、職員 会議出席者数（県隣協 目標 1 1 1 1

人
の理解向上を図る。 で出席した人数） 実績 1 1

研修会等出席者数（県 目標 1 1 1 1
人

隣協で参加した人数） 実績 6 1
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
%

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 30 27 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 3 0 0 0

事業費計(A) 千円 30 30 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 30
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.01 0.01 0 0 0

人件費計(B) 千円 73 73 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 103 103 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
全国隣保館連絡協議会参画事業（田沼福祉コミュニティセンター） 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 全国隣保館連絡協議会参画事業（田沼福祉コミュニティセ 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 全国隣保館連絡協議会会則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　全国隣保館連絡協議会（全隣協）の会員として （市の活動）
負担金を支出している。また、全隣協主催の研修 　負担金支出。全国隣保館連絡協議会総会、研修会等に栃木県隣保館連絡協議会
会に参加することにより、他市の状況や人権問題 会長が代表して参加。県隣協会員に理事会等で事後報告。
に関する情報収集や意見交換を行っている。 （全隣協の活動）
　全隣協とは、全国の隣保館相互の有機的連帯を 　会議、研修会の開催、情報誌の発行、人権に関する情報収集と会員への提供、
図り、隣保館の活動内容を深めることにより、同 国・県への要望活動。
和問題をはじめとする様々な人権問題の早期解決 R3年度 R4年度



隣

善案を記入します。

標

保

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

成

館

果向上余地

結びついて

連

いる 市でなければでき

絡

ない 妥当である 削減の

協

余地はない

成果向上余

議

地がない 取組むことが

会

できなかった

成果向上

参

余地がない

画事業（田沼福祉コミュニティセンター） 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

全国隣保館連絡協議会は昭和４６年２月に組織され、同じ目的をもった職員同士の資質の向
①この事務事業は、いつ頃、

上及び情報交換等隣保事業の円滑な運営を図るため、開館当初から参画している。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 全国隣保館連絡協議会参画事業（

携できない 隣保館）

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価が「成果向上余地がない」のため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

県隣協代表が全隣協主催の総会及び研修会へ予定通り参加した。 全隣協主催の会議や研修へ参加し、各

B

ブロック会からの参加

表

者との

情報交換を行う

（

。

３．評価結果の総括

事

と今後の方向性【Ac

後

tion】

（３）改革

評

･改善を実現するうえ

価

で解決すべき
（１）事

シ

務事業の評価結果 （２

ー

）今後の事務事業の方

ト

向性
課題（壁）とその

）

解決策

現状維持（従来

全

通り実施）
大

目 ＊評価

国

結果に基づいた改革改



績）（実績）（目標）（目標）（目標）
県代表の会議出席回数 回 8 8
県代表の研修会参加の回数 回 3 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

田沼福祉コミュニティセンター職員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（参画対象団体）全国隣保館連絡協議会東日本ブ 田沼福祉ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ職員数 人 4 4
ロック会

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権問題について他市町の取り組み状況や国県及

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
び運動団体の動向等の情報を収集するとともに、
部落問題をはじめとする人権問題に対する、職員 会議出席者数（県隣協 目標 8 8 8 8

人
の理解向上を図る。 で出席した人数） 実績 8 8

研修会等出席者数（県 目標 4 4 4 4
人

隣協で参加した人数） 実績 13 14
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 15 13 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 2 0 0 0

事業費計(A) 千円 15 15 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 15
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.01 0.01 0 0 0

人件費計(B) 千円 73 73 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 88 88 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会参画事業（田沼福祉コミュニティ 本年度担当課 隣保館

事務事業名
センター） 前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 国県補助事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会参画事業（田沼福 分 事業分類 参画事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会会則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

全国隣保館連絡協議会（全隣協）東日本ブロック （市の活動）
会の会員として負担金を支出している。また、全 　負担金支出。職員研修会の参加
隣協東日本ブロック会主催の研修会に参加するこ （全隣協東日本ブロック会の活動）
とにより、他市町の状況や人権問題に関する情報 　総会等の開催及び全隣協への参加、人権に関する情報収集と会員への提供、国
収集や意見交換を行っている。 ・県への要望活動 
　全隣協東日本ブロック会とは、全隣協の内、三  
重県より東の隣保館１３県１３５隣保館を会員と R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
して構成している。 （実



隣

事務事業の評価結果 （

保

２）今後の事務事業の

館

方向性
課題（壁）とそ

連

の解決策

現状維持（従

絡

来通り実施）
大

目 ＊評

協

価結果に基づいた改革

議

改善案を記入します。

会

標

達 中 ○

成

度

小

大 中 小

東

成果向上余地

結びつい

日

ている 市でなければで

本

きない 妥当である 削減

ブ

の余地はない

成果向上

ロ

余地がない 取組むこと

ッ

ができなかった

成果向

ク

上余地がない

会参画事業（田沼福祉コミュニティ 本年度担当課 隣保館
事務事業名

センター） 前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

全国隣保館連絡協議会東日本ブロック会（三重県より東の隣保館１３県１３６の隣保館で組
①この事務事業は、いつ頃、

織）は昭和４６年２月に組織され、同じ目的をもった職員同士の資質の向上及び情報交換等
どのようなきっかけで開始しましたか？

隣保事業の円滑な運営を図るため、開館当初より参画している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 全国隣保館連絡協議会東日本ブロ

携できない ック参画事業（隣保館）

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価が「成果向上余地がない」のため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組

B

内容

県隣協代表及び女

表

性代表が全隣協東日本

（

ブロック会主催の会議

事

や研 全隣協東日本ブロ

後

ック会主催の会議や研

評

修会へ参加し、県外か

価

らの

修会へ参加した。

シ

参加者と情報交換を行

ー

う。

３．評価結果の総

ト

括と今後の方向性【A

）

ction】

（３）改

全

革･改善を実現するう

国

えで解決すべき
（１）



R7年度
対象指標 単位

市民（施設利用者） （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人口 人 116,982 115,700
延べ床面積 ｍ² 19.8 19.8

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
・利用者が安心して使用できるような環境を保つ

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
。
・施設の存在目的を理解してもらう。 来所者数 目標 500 500 500 500

実績 416 550
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 35 44 0 0 0

事業費計(A) 千円 35 44 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 役務費 34
費

入 需用費 10

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.08 0.08 0 0 0

人件費計(B) 千円 586 583 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 621 627 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
葛生隣保事業相談所維持管理事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 葛生隣保事業相談所維持管理事業 分 事業分類 施設維持管理事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和63年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉及び施行規則　佐野市隣保館条例及び施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

施設を利用する市民・職員が安全かつ快適に利用 ・相談所の通信運搬費等の支払い。
できるよう維持する。
・施設の概要（昭和６２年１０月１日開館）
　敷地面積：佐野市富士見町集会所敷地内
　　　　　　（集会所に建て増して建設）
　名称：佐野市葛生隣保事業相談所
　構造：木造平屋建て R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
　床面積：１９．８㎡　　　　　　　　 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
・維持管理の概要 施設等の修繕発生件数 件 0 0 0
　施設の鍵開閉、設備器具点検修繕、施設清掃な
ど
②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

葛生隣保事業相談所 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度



隣

n】

（３）改革･改善

保

を実現するうえで解決

事

すべき
（１）事務事業

業

の評価結果 （２）今後

相

の事務事業の方向性
課

談

題（壁）とその解決策

所

現状維持（従来通り実

維

施）
大

目 ＊評価結果に

持

基づいた改革改善案を

管

記入します。

標

達 中 ○

理

成

度

小

大 中 小

成果向上

事

余地

結びついている 市

業

でなければできない 妥

本

当である 削減の余地は

年

ない

成果向上余地がな

度

い 取組むことができな

担

かった

成果向上余地が

当

ない

課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により相談所を開設。昭和６２年開館以来、
①この事務事業は、いつ頃、

地域住民の各種相談事業を行い、同和問題をはじめとするさまざまな人権問題の早期解決に
どのようなきっかけで開始しましたか？

資するための施設として維持管理してきた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 相談所は、社会福祉法に基づく隣保事業（相談、啓発・広報等）を行う施設として維持管理

変化していますか？ を行っている。平成２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 安全・安心して利用できる施設として地域の方が利用している。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 隣保館維持管理事業　田沼福祉コ

携できない ミュニティセンター維持管理事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績

B

なし

⑩Ａ表の成果指標

表

の目標が達成できた理

（

由、できなかった理由

事

⑪目標達成に向けて必

後

要となる取組内容

富士

評

見町集会所と隣接して

価

いることで、利用し易

シ

い環境が整ってい 感染

ー

症対策を努めるととも

ト

に、老朽化に伴う修繕

）

を実施する。

る。

３．

葛

評価結果の総括と今後

生

の方向性【Actio



）（目標）
人口 人 116,982 115,700

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
市民の様々な相談に対応する。

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

相談への応答率 目標 100 100 100 100
％

実績 100 100
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

人権に関する問題が解決される。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権相談窓口延べ開設 目標 121 121 121 121
時間

時間数 実績 121 114
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 9 0 0 0

一般財源 千円 2,286 2,355 0 0 0

事業費計(A) 千円 2,286 2,364 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報酬 1,693
費

入 職員手当等 339

量 共済費 333
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.77 0.77 0 0 0

人件費計(B) 千円 5,642 5,611 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 7,928 7,975 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
葛生隣保事業相談所相談事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 02 01 14 葛生隣保事業相談所相談事業 分 事業分類 相談事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和62年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 社会福祉及び施行規則　佐野市隣保事業生活相談員設置規則及び要領

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　人権尊重を基本として、地域住民の生活上にお 生活相談員（１人）による相談
ける様々な相談に応じ、相手の立場にたって問題 相談件数：生活相談９９件、福祉相談１５７件、教育相談２９件、人権相談８件
の把握・解決に努めるとともに、関係機関との連 、就労・経営相談６５件、見守り相談３９８件
携を密にし、自立支援を基本姿勢として問題の解
決に努める。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
相談件数 件 786 756 800

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標



隣

り実施）
大

目 ＊評価結

保

果に基づいた改革改善

事

案を記入します。

標

達

業

中 ○

成

度

小

大 中 小

成果

相

向上余地

結びついてい

談

る 市でなければできな

所

い 妥当である 削減の余

相

地はない

成果向上余地

談

がない 取組むことがで

事

きなかった

成果向上余

業

地がない

本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

国の地域改善対策特別措置法に基づく国庫補助により相談所を開設。昭和６２年開館以来、
①この事務事業は、いつ頃、

社会福祉法に基づく隣保事業のうち相談事業を行っている。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・国における同和対策事業は、昭和４４年同和対策特別措置法に始まり平成１４年まで特別対

県などの法令等、社会情勢など）は 策事業が実施され、その後、一般対策事業として実施されている。

事務事業の開始時期と比べてどのように 相談所で行う隣保事業は、社会福祉法に基づく隣保事業として開館以来実施している。平成

変化していますか？ ２８年１２月、部落差別の解消の推進に関する法律が成立した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 相談者に安心して相談いただいている。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業はあるが、統合・連 隣保館各種相談事業、田沼福祉コ

携できない ミュニティセンター各種相談事業

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

経験豊かな生活相

B

談員の配置により、相

表

談受けやすい体制が整

（

って 地域住民の実態把

事

握を継続する。

いる。

後

３．評価結果の総括と

評

今後の方向性【Act

価

ion】

（３）改革･

シ

改善を実現するうえで

ー

解決すべき
（１）事務

ト

事業の評価結果 （２）

）

今後の事務事業の方向

葛

性
課題（壁）とその解

生

決策

現状維持（従来通



誰・何を対象としていますか？）

市内小中義務教育学校教職員　　　　　　　　　 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

人権教育研究指定校の教職員　 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
小中義務教育学校人権教育主任　 研修会のべ参加教職員数 人 88 117 96 98 98
小中義務教育学校長
 

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
教職員の人権意識の高揚を図り、各校における人

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
権教育を進める。

公開研究発表会の参加 目標 36 36 31 31 31
人

教職員数 実績 0 67
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

知・徳・体のバランスのとれた学力が備わってい
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

る。
全国学力調査平均正答 目標 0 0.2 0.4 0.6 0.8
率の全国との乖離度 実績 -1.2 -2.6
新体力テストの平均得 目標 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9
点の全国との乖離度 実績 -0.7 -0.3

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 151 155 0 0 0

事業費計(A) 千円 151 155 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 106
費

入 報償費 50

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 3 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 21,861 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 151 22,016 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
学校教育における人権教育研究推進事業 本年度担当課 学校教育課

事務事業名
前年度担当課 学校教育課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 01 02 学校教育における人権教育研究推進事業 分 事業分類 教育・指導事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

教職員の資質の向上に関する研修 城北小、城東中、佐野小を人権教育研究校に指定した。研究３年目の佐野小学校
各学校において児童生徒一人一人を大切にした教 は、11月17日に授業を公開し、研究成果を発表した。
育活動が展開されるよう、校長、教頭、主幹教諭 人権教育研修会は、人権教育主任対象を３回、主幹教諭・教務主任対象を１回実
・教務主任に同和問題をはじめとする様々な人権 施した。
問題や学校教育における人権教育の在り方につい
て研修を行う。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
研究指定校への訪問回数 回 17 19 18 18 18
人権教育研修会実施回数 回 4 4 4 4 4

②対象（この事務事業は



教

。

標

達 中 ○

成

度

小

大 中

育

小

成果向上余地

結びつ

に

いている 市でなければ

お

できない 妥当である 削

け

減の余地はない

類似事

る

務事業はない 成果向上

人

余地がない 向上しなか

権

った

成果向上余地がな

教

い

育研究推進事業 本年度担当課 学校教育課
事務事業名

前年度担当課 学校教育課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和５４～５５年度に、栃木県教育委員会から佐野市が「地域ぐるみによる同和教育研究推
①この事務事業は、いつ頃、

進地域」に指定され、赤見小学校が「同和教育研究学校」に指定されたことがきっかけであ
どのようなきっかけで開始しましたか？

る。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成１２年１２月に人権教育及び啓発の推進に関する法律が施行され、平成１４年３月に地

県などの法令等、社会情勢など）は 対財特法が期限となり、これまでの同和教育が人権教育へと再構築された。それに伴い、同

事務事業の開始時期と比べてどのように 和問題を始め、女性、子ども等の様々な人権問題の解決を目指し、人権教育の充実に努め、

変化していますか？ 啓発活動にも力を注いでいる。

③この事務事業に対して、当該年度中、 市内教員から「同和問題などの様々な人権問題を扱った直接的指導の充実を図りたい。」「

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 校内における教職員研修の充実を図りたい。」「グループ協議を行うことにより他校の取組

からどのような意見・要望がありますか？がわかり参考になった。」等の意見が寄せられた。

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成

B

に向けて必要となる取

表

組内容

３．評価結果の

（

総括と今後の方向性【

事

Action】

（３）

後

改革･改善を実現する

評

うえで解決すべき
（１

価

）事務事業の評価結果

シ

（２）今後の事務事業

ー

の方向性
課題（壁）と

ト

その解決策

現状維持（

）

従来通り実施）
大

目 ＊

学

評価結果に基づいた改

校

革改善案を記入します



中学校人権教育研究会の円滑な運営と
成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

財政の健全化を図り、課題解決に向けた取組を研
究し、その成果を各校へ発信する。 指導資料を用いて研修 目標 100 100 100 100 100

%
した学校/全学校数 実績 52 45

目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

・知・徳・体のバランスのとれた学力が備わって
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

いる。
全国学力調査平均正答 目標 0 0.2 0.4 0.6 0.8
率の全国との乖離度 実績 -1.2 -2.6
新体力テストの平均得 目標 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9
点の全国との乖離度 実績 -0.7 -0.3

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 9 65 0 0 0

事業費計(A) 千円 9 65 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 備品購入費 54
費

入 需用費 11

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 1 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 7,287 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 9 7,352 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
人権教育研究会運営事業 本年度担当課 学校教育課

事務事業名
前年度担当課 学校教育課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 01 02 人権教育研究会運営事業 分 事業分類 教育・指導事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

人権教育の課題解決に向けた取組を研究し、その ・人権教育研究会を年３回開催。
成果を発信して佐野市の人権教育の推進を図る。 ・人権教育啓発ＤＶＤの購入と市内各小中義務教育学校への貸出。　

・人権教育指導資料活用事例集デジタルデータの作成・配布。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
研究会開催数 回 2 3 3 3 3

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野市小中学校人権教育研究会　 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
研究会会員数 人 30 30 25 25 25

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
佐野市立小



教

かった

成果向上余地が

育

ない

研究会運営事業 本年度担当課 学校教育課
事務事業名

前年度担当課 学校教育課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

佐野市人権教育研究会は、昭和５４年以降から活動を開始している。
①この事務事業は、いつ頃、

どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行され、その中で地方公共団体の責務と

県などの法令等、社会情勢など）は して、「地方公共団体は基本理念にのっとり、国と連携を図りつつ、その地域の実情を踏ま

事務事業の開始時期と比べてどのように え、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する」と定めてい

変化していますか？ る。そのため、各種の人権問題の課題解決に向けた研究が必要となっている。

③この事務事業に対して、当該年度中、 人権教育研究会で作成している「人権教育指導資料」は大変使いやすく、校内研修や自己研

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 修を行う際に、学校現場で大変役立っているという意見が寄せられている。

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
（１）事務事業の評価結

B

果 （２）今後の事務事

表

業の方向性
課題（壁）

（

とその解決策

現状維持

事

（従来通り実施）
大

目

後

＊評価結果に基づいた

評

改革改善案を記入しま

価

す。

標

達 中 ○

成

度

小

大

シ

中 小

成果向上余地

結び

ー

ついている 市でなけれ

ト

ばできない 妥当である

）

削減の余地はない

類似

人

事務事業はない 成果向

権

上余地がない 向上しな



団体 研修会参加者数 人 42 33 40 40 40
である。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市職員等 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
協議会委員数及び対象者数 人 40 40 40 40 40

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権教育を推進する資質を高める

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

研修会参加者数/協議 目標 100 100 100 100 100
％

会委員数・対象部署数 実績 105 82.5
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権を意識しながら生 目標 76 78 80 82 84

％
活している市民の割合 実績 78.2 81.1

目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 25 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 25 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報償費 25
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.05 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 364 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 389 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
佐野市人権教育推進協議会運営事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 佐野市人権教育推進協議会運営事業 分 事業分類 審議会等運営事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成14年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市人権教育推進協議会規約

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

本市における人権教育の推進を図り、部落差別（ 推進協議会会議、人権問題研修会、講演会の開催
同和問題）をはじめとする人権問題の解決に寄与   新型コロナウイルス感染拡大防止のため、会議は書面で開催した。人権問題
する。 研修会は感染対策のうえ、職員も参加し対面で実施した。
 
佐野市人権教育推進協議会とは、佐野市における
人権教育の推進を図ることにより、さまざまな人
権問題の解決に寄与することを目的として、小中 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
学校長代表、社会教育関係機関代表、学識経験者 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
、行政機関職員の代表の20人以内で構成する



市

の事務事業の方向性
課

人

題（壁）とその解決策

権

オンラインや書面での

教

効果的な会議、研修会

育

の開
現状維持（従来通

推

り実施）
大 催方法の情

進

報収集や、機器の操作

協

技術の習得が必

目 ＊評

議

価結果に基づいた改革

会

改善案を記入します。

運

要となる。

標 外的要因

営

により対面での開催が

事

難しい場合の会議

達 中

業

○ や研修の開催方法の

本

検討。

成

度

小

大 中 小

成

年

果向上余地

結びついて

度

いる 市でなければでき

担

ない 妥当である 削減の

当

余地はない

類似事務事

課

業はない 成果向上余地

人

がない 向上しなかった

権

成果向上余地がない

・男女共同参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

本協議会は、平成14年4月1日から佐野市同和教育推進協議会を発展的に再構築し、同和教育
①この事務事業は、いつ頃、

をはじめとする人権教育の推進を図るため発足した。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・本市は、昭和52年12月に制定された「同和教育基本方針」に基づき同和教育の推進を図って

県などの法令等、社会情勢など）は きたが、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」等の制定に伴い、同和教育を包括す

事務事業の開始時期と比べてどのように る人権教育へと進展してきた。令和２年度に生涯学習課から人権・男女共同参画課へ事務移

変化していますか？ 管した。

③この事務事業に対して、当該年度中、 なし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

人権意識の高揚は急激な成果の向上が望めるものではなく、地道な活動により人権問題の発生を未然

に防ぎ、徐々に達成されるものであると考える。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイルスの蔓延により、研修会参加者数を制限したため

B

外的要因により事業の

表

実施が困難になった場

（

合も、オンラインでの

事

、目標を達成すること

後

はできなかった。 開催

評

など、別の方法を工夫

価

する必要がある。

３．

シ

評価結果の総括と今後

ー

の方向性【Actio

ト

n】

（３）改革･改善

）

を実現するうえで解決

佐

すべき
（１）事務事業

野

の評価結果 （２）今後



（目標）
人権学習講演会開催数 回 3 8 8

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

各集会所周辺住民、集会所講座参加者、集会所運 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

営委員等 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
人権学習講演会参加者数 人 71 129

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
人権感覚の涵養を図り、人権意識の高い市民を養

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
成する。

実施回数/予定回数 目標 100 100 100 100
％

実績 37.5 100
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 44 95 0 0 0

事業費計(A) 千円 44 95 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報償費 95
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.19 0.54 0 0 0

人件費計(B) 千円 1,392 3,935 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 1,436 4,030 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
人権学習講演会開催事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 人権学習講演会開催事業 分 事業分類 イベント等開催事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律　佐野市同和対策集会所条例　佐野市人権教育・啓発推進行動計画

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

・８集会所（会場）で、各年１回、集会所「人権 ・大橋町東部集会所（7月21日）参加者２２名　・富士見町集会所（11月25日）
学習講演会」を実施する。 参加者２４名　・小見町南小見集会所（12月9日）参加者１５名　・赤見町山崎

集会所（12月15日）参加者２０名　・多田町集会所事業(田沼北部地区コミュニ
テーセンターにて1月17日）参加者９名　・並木町田中集会所（1月26日）参加者
１３名　・大橋町西部集会所（2月15日）参加者１４名　・免鳥町集会所（2月22
日）参加者９名

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）



学

）とその解決策

現状維

習

持（従来通り実施）
大

講

目 ＊評価結果に基づい

演

た改革改善案を記入し

会

ます。

標

達 中 ○

成

度

小

開

大 中 小

成果向上余地

結

催

びついている 市でなけ

事

ればできない 妥当であ

業

る 削減の余地はない

類

本

似事務事業はない 成果

年

向上余地がない 取組む

度

ことができなかった

成

担

果向上余地がある程度

当

ある

課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

平成１２年に｢人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行され、さらに同法に基づ
①この事務事業は、いつ頃、

く「佐野市人権教育・啓発推進行動計画」が作成され、こうした人権尊重の認識が高まる中
どのようなきっかけで開始しましたか？

、集会所事業においても人権学習の充実を図る必要があった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成１４年３月末で特別措置法が失効し、国は対策事業を終了した。県においても平成１３

県などの法令等、社会情勢など）は 年１０月に提出された栃木県同和対策審議会の意見具申を踏まえ、平成１４年３月末で特別

事務事業の開始時期と比べてどのように 対策を終了しているが、依然、同和問題をはじめ様々な人権問題が解決されずに存在する以

変化していますか？ 上、人権教育は引き続き推進していく必要がある。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

８集会所（会場）で全て開催することができたが、開催に対

B

する周 開催に対する企

表

画運営の充実と地域住

（

民にへの周知方法の改

事

善を図

知方法等の働き

後

かけが不十分であった

評

ため。 る。

３．評価結

価

果の総括と今後の方向

シ

性【Action】

（

ー

３）改革･改善を実現

ト

するうえで解決すべき

）

（１）事務事業の評価

人

結果 （２）今後の事務

権

事業の方向性
課題（壁



R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

　　　 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
（２）指導者養成専門講座　・・・　３回 講座開催予定回数 回 4 4 4 4 4

専門講座の対象者数 人 23 22 22 22 22

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

（１）指導者養成講座（基礎講座） R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

　対象：市職員、教職員、PTA役員、町会役員、 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
　　　　民生委員、社会教育諸団体等 講座実施回数 回 3 4 4 4 4
（２）指導者養成講座（専門講座） 専門講座出席者数（延べ） 人 59 61 59 66 66
　対象：市職員、教職員

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
広く市民に人権教育、啓発活動を推進していく指

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
導者を養成する。

講座実施回数/講座開 目標 100 100 100 100 100
％

催予定回数 実績 75 100
出席者数（延べ）/講 目標 100 100 100 100 100

％
座対象者数（延べ） 実績 85.5 92.4

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し合い、
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

共に生きることのできる社会の実現を目指す。
人権講演会等参加者数 目標 1,250 1,300 1,350 1,400 1,450

人
実績 - 1,413
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 84 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 84 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報償費 80
費

入 需用費 4

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0 0.22 0 0 0

人件費計(B) 千円 0 1,603 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 0 1,687 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
指導者養成専門講座開催事業 本年度担当課 人権・男女共同参画課

事務事業名
前年度担当課 人権・男女共同参画課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 指導者養成専門講座開催事業 分 事業分類 イベント等開催事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

部落差別（同和問題）をはじめとする人権問題を （１）指導者養成基礎講座　ハートフルフェスタ（人権講演会）への参加
知識として学ぶだけでなく、人権感覚を身につけ 　　　　令和4年8月25日 　 
た指導者を養成するため、涵養を図るとともに、 （２）指導者養成専門講座（コロナ対策のためオンラインを活用し3回開催）
学習意欲を高める講座を開催する。 　　3回目は拡大講座として人事課と合同開催
 　　参加者：1回目9月29日21人、2回目10月28日20人、3回目11月29日20人
計画実施回数 　　　　　　合計　61人（教職員及び市職員）　
（１）指導者養成基礎講座　・・・　１回 R3年度 R4年度



者

（３）改革･改善を実

養

現するうえで解決すべ

成

き
（１）事務事業の評

専

価結果 （２）今後の事

門

務事業の方向性
課題（

講

壁）とその解決策

外的

座

要因により対面での開

開

催が難しい場合の研修

催

現状維持（従来通り実

事

施）
大 の開催方法の検

業

討。

目 ＊評価結果に基

本

づいた改革改善案を記

年

入します。

標 基礎講座

度

について、ハートフル

担

フェスタ人権講演

達 中

当

○ 会への参加という形

課

での実施を継続する。

人

成

度

小

大 中 小

成果向上

権

余地

結びついている 市

・

でなければできない 妥

男

当である 削減の余地は

女

ない

成果向上余地があ

共

る程度ある 向上した

成

同

果向上余地がない

参画課
事務事業名

前年度担当課 人権・男女共同参画課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

市町合併後、旧佐野市の制度を基本として各運営委員会で協議し、人権教育指導者の資質の
①この事務事業は、いつ頃、

向上と実践的指導力を持った指導者養成を図る必要から講座が開設された。　
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・同和行政から部落差別（同和問題）を包括した人権行政へと移行している。令和２年度より

県などの法令等、社会情勢など）は 、組織機構の改編に伴い「生涯学習課所管の社会教育における人権教育」について人権･男

事務事業の開始時期と比べてどのように 女共同参画課が担当となった。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 なし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業があり統合・連携で 人権推進啓発事業

きる・している

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

基礎講座について、ハートフルフェスタ人権講演会への参加という形で実施し、コストの削減が図ら

れた。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイルスの影響で、令和3年度にハートフルフェスタ人 外的要因により事業の実施が困難に

B

なった場合も、オンラ

表

インでの

権講演会が中

（

止となり、基礎講座と

事

しての参加もできなか

後

ったが、 開催など、別

評

の方法を工夫する必要

価

がある。

令和4年度は

シ

ハートフルフェスタ人

ー

権講演会をオンライン

ト

を活用し

て開催するこ

）

とができた。

３．評価

指

結果の総括と今後の方

導

向性【Action】



をはじめとする様
成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

々な人権問題を解決するため、地域住民の人権意
識の高揚及び健康の増進並びに生活文化の振興を 指導者養成講座延参加 目標 465 465 465 465 465

人
図れるようにする。 者数 実績 59 61

ハートフルフェスタの 目標 275 275 275 275
人

延参加者数 実績 255
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権講演会等参加者数 目標 1,300 1,350 1,400 1,450
％

（単年度） 実績 1,413
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 11 14 0 0 0

一般財源 千円 4,311 4,110 0 0 0

事業費計(A) 千円 4,322 4,124 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報酬 3,113
費

入 共済費 576

量 職員手当等 405
事業費の

千円 旅費 29
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.02 0.02 0 0 0

人件費計(B) 千円 147 146 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 4,469 4,270 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
社会教育指導員（人権教育）設置事業 本年度担当課 生涯学習課

事務事業名
前年度担当課 生涯学習課

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 社会教育指導員（人権教育）設置事業 分 事業分類 その他市民に対する事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会教育指導員規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

社会教育（特に人権教育）の振興を図るために、 社会教育指導員を2名配置　
社会教育指導員を置く。  

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
指導員（人権教育）設置数 人 2 2 2 2 2

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

一般市民 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
市人口 人 116,982 115,700 113,710 113,018 112,327

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
基本的人権を尊重し、同和問題



教

成果向上余地がない 取

育

組むことができなかっ

指

た

成果向上余地がない

導員（人権教育）設置事業 本年度担当課 生涯学習課
事務事業名

前年度担当課 生涯学習課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

平成17年２月の合併前から旧佐野市、旧田沼町で社会教育指導員が設置されており、合併後
①この事務事業は、いつ頃、

、引続き継続している事業である。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成17年度まであった社会教育指導員設置に要する経費に対する「人権教育振興事業費補助

県などの法令等、社会情勢など）は 金」が廃止された。

事務事業の開始時期と比べてどのように 社会教育指導員（人権教育）数は、17年度4名、18～21年度3名、22年度以降は2名となって

変化していますか？ いる。

③この事務事業に対して、当該年度中、 なし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

類似事務事業があり統合・連携で 社会教育指導員設置事業

きる・している

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成長向上余地がない」のため、取組実績なし。

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

コロナ禍の影響により、講座の参加者数が通常よりも減少していた 講座の企画準備、運営に取り組む。

。

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（３）改革･改善を実

B

現するうえで解決すべ

表

き
（１）事務事業の評

（

価結果 （２）今後の事

事

務事業の方向性
課題（

後

壁）とその解決策

現状

評

維持（従来通り実施）

価

大

目 ＊評価結果に基づ

シ

いた改革改善案を記入

ー

します。

標

達 中

成

度

小

ト

○

大 中 小

成果向上余地

）

結びついている 市でな

社

ければできない 妥当で

会

ある 削減の余地はない



1 2
　　  ４号(社会教育団体、PTA・育成会)　６人 延べ出席委員数 人 - 20 34
　　  ５号(識見を有する者、団体代表)　９人
②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

集会所運営委員会及び委員 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
運営委員会委員数 人 31 31

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
集会所事業について必要な協議を行い、集会所の

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
円滑な運営を図る。

運営委員会議実施回数 目標 100 100 100 100
％

/計画回数 実績 0 50
運営委員会延出席者数 目標 80 80 80 80

％
/委員数×回数 実績 0 32.6

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 0 122 0 0 0

事業費計(A) 千円 0 122 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報酬 122
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.33 0.31 0 0 0

人件費計(B) 千円 2,418 2,259 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 2,418 2,381 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
同和対策集会所運営委員会運営事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 同和対策集会所運営委員会運営事業 分 事業分類 審議会等運営事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市同和対策集会所条例、同施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

同和対策集会所の円滑な運営を図るため、集会所 ・運営委員会議の開催　5月27日開催
の運営方針や事業計画についての協議等を行う。 　各集会所の事務報告及び運営方針・事業計画などについて確認を行った。
(協議内容)　集会所運営方針　　 ・視察研修の実施　0回
　        　集会所事業計画・実績報告 　新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため中止とした。
            視察研修など
(委員)３１人
　　  １号(学校長)　７人 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
　　  ２号(地域住民代表)　８人 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
　  　３号(社会教育委員)　１人 開催回数 回 -



対

１）事務事業の評価結

策

果 （２）今後の事務事

集

業の方向性
課題（壁）

会

とその解決策

現状維持

所

（従来通り実施）
大

目

運

＊評価結果に基づいた

営

改革改善案を記入しま

委

す。

標

達 中 ○

成

度

小

大

員

中 小

成果向上余地

結び

会

ついている 市でなけれ

運

ばできない 妥当である

営

削減の余地はない

類似

事

事務事業はない 成果向

業

上余地がない 取組むこ

本

とができなかった

年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和５２年佐野市大橋町西部集会所の開設時に運営委員会を設置した。市町合併時には佐野
①この事務事業は、いつ頃、

、田沼、葛生の運営委員会がそれぞれ設置されていたが、平成２７年度に統合した。
どのようなきっかけで開始しましたか？

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成１４年３月の地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の期限切

県などの法令等、社会情勢など）は れを迎え、同和対策から同和問題を含めた様々な人権問題解消という一般施策への転換があ

事務事業の開始時期と比べてどのように った。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 令和４年度の運営委員会において、当委員会の委員数の見直し（削減）ができないかとの意

関係者（市民、議会、事務事業対象者） 見があった。事務局としては、次年度開催までに見直しについての事務局案を当委員会の正

からどのような意見・要望がありますか？副委員長に説明し承諾を得る取り組みを進めている。

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

令和３年度は新型コロナウ

B

イルス感染防止対策を

表

事由に書面決済と 充実

（

した視察研修の開催に

事

向けての取り組み

なっ

後

た当委員会を今年度は

評

開催できた。

しかし、

価

視察研修は昨年同様、

シ

安全を考慮し実施しな

ー

かった。

３．評価結果

ト

の総括と今後の方向性

）

【Action】

（３

同

）改革･改善を実現す

和

るうえで解決すべき
（



R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
集会所所在の住民 人 7,359 7,247

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
　地域住民の交流を深め、人権意識の高揚と健康

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
の増進、生活文化の振興を図る。人権尊重と人権
問題に対する理解と認識を高める。 講座参加延べ人数／集 目標 20 20 20 20

％
会所所在の住民 実績 13.2 19.6

目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 717 840 0 0 0

事業費計(A) 千円 717 840 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報償費 725
費

入 需用費 115

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 1.15 1.31 0 0 0

人件費計(B) 千円 8,426 9,546 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 9,143 10,386 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
集会所文化教養講座開催事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 集会所文化教養講座開催事業 分 事業分類 イベント等開催事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市同和対策集会所条例、同施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　同和対策集会所を拠点に、地域住民の人権意識 　通年（５月～３月）を通して講座を企画し、チラシ等を作成して参加者を募集
の高揚と健康の ・成人教室増進、生活文化の振 。７集会所及び田沼北部地区コミュニティセンターを会場として、健康体操、健
興を図るために、成人や高齢者を対象に各種講座 康相談、交通安全講座、料理教室や減塩みそ造り等の各種講座を開催した。
を開催する。　
 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
活動指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
講座参加延べ人数 人 975 1,422 1,500
講座開催回数 回 140 192 163

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

集会所所在の住民 R3年度



所

基づいた改革改善案を

文

記入します。

標

達 中 ○

化

成

度

小

大 中 小

成果向上

教

余地

結びついている 市

養

でなければできない 妥

講

当である 削減の余地は

座

ない

類似事務事業はな

開

い 成果向上余地がない

催

取組むことができなか

事

った

業 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

　昭和40年の同対審答申が出され、昭和４４年同和対策事業特別措置法が施行された。同和
①この事務事業は、いつ頃、

地区への差別解決のため、集会所の整備充実を図るために、昭和52年2月に大橋町西部集会
どのようなきっかけで開始しましたか？

所を開設し、その後、７か所に集会所が開設された。以来、各種講座を実施している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・　平成14年3月の地域改善特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法の期限切れを迎

県などの法令等、社会情勢など）は え、同和対策という特別施策から、同和問題を含めた様々な人権問題解決という一般施策へ

事務事業の開始時期と比べてどのように の方向転換があった。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 なし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため「合同見学研修会」の実 講座参加への呼びかけの強化、及び周知方法の改善

施を中止した。また、他に講座

B

についても、開催に対

表

しての参加呼

びかけが

（

不十分であった。

３．

事

評価結果の総括と今後

後

の方向性【Actio

評

n】

（３）改革･改善

価

を実現するうえで解決

シ

すべき
（１）事務事業

ー

の評価結果 （２）今後

ト

の事務事業の方向性
課

）

題（壁）とその解決策

集

現状維持（従来通り実

会

施）
大

目 ＊評価結果に



標）（目標）（目標）
会所、北部地区コミュニティセンター　　　　 子ども学習会延参加者数 人 1,069 1,207
○少年グループ活動 子ども学習会開催回数 回 170 192
　子ども学習会の参加者による合同交流学習等
②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

集会所所在学区の小中学生 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
集会所所在学区の小中学生数 人 2,119 2,104
学習会参加数（小中） 人 78 79

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
基礎学力を向上させるとともに、人権尊重の精神

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
、集団生活に必要な知識を養ってもらう。

参加申込者数／集会所 目標 5 5 5 5
％

所在学区の小中学生数 実績 3.7 3.8
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 1,043 1,119 0 0 0

事業費計(A) 千円 1,043 1,119 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報償費 958
費

入 需用費 162

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 1.18 1.05 0 0 0

人件費計(B) 千円 8,646 7,651 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 9,689 8,770 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
集会所子ども学習会開催事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 集会所子ども学習会開催事業 分 事業分類 イベント等開催事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市同和対策集会所条例　同施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

集会所担当地域内の小中学生から参加者を募り、 ・子ども学習：参加者募集４月
子ども学習会や少年グループ活動を行う。 　　　　　　　実施期間　５月～２月
○子ども学習会 　　　　　　　実施回数（小学生）１２４回　（中学生）６８回
　小学生（１～６年）国語、算数、人権学習 　　　　　　　参加者数（小学生）６８人　（中学生）１１人
　中学生（１～３年）国語、数学、英語、社会、 　　　　　　　
理科、人権学習 ・少年グループ活動：新型コロナ感染拡大防止のため中止とした。
【会場】大橋町西部、大橋町東部、赤見町山崎、 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
免鳥町、並木町田中、小見町南小見、富士見町集 （実績）（実績）（目



所

り実施）
大

目 ＊評価結

子

果に基づいた改革改善

ど

案を記入します。

標

達

も

中 ○

成

度

小

大 中 小

成果

学

向上余地

結びついてい

習

る 市でなければできな

会

い 妥当である 削減の余

開

地はない

類似事務事業

催

はない 成果向上余地が

事

ない 取組むことができ

業

なかった

本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和４４年同和対策事業特別措置法が施行された。同和地区への差別解決のため、集会所の
①この事務事業は、いつ頃、

整備充実を図るために、昭和52年2月に大橋町西部集会所を開設し、その後、７か所に集会
どのようなきっかけで開始しましたか？

所が開設された。以来、各種講座を実施する中で、子ども学習会を実施している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成１４年３月の地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の期限切

県などの法令等、社会情勢など）は れを迎え、同和対策から同和問題を含めた様々な人権問題解消という一般施策への転換があ

事務事業の開始時期と比べてどのように った。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

参加者は年々減少傾向であり、特に一部では参加者が無の集会所も 集会所所在学区の小中学校との連携を深め、参加に繋がる周知方向

あった。また、新型コロナウイルス

B

感染症拡大防止のため

表

「少年グ の改善

ループ

（

活動」開催中止などの

事

要因も重なったため。

後

３．評価結果の総括と

評

今後の方向性【Act

価

ion】

（３）改革･

シ

改善を実現するうえで

ー

解決すべき
（１）事務

ト

事業の評価結果 （２）

）

今後の事務事業の方向

集

性
課題（壁）とその解

会

決策

現状維持（従来通



年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
集会所所在の高齢者人口 人 2,219 2,236

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
地域の高齢者が孤立せず、健康で生きがいを持っ

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
て生活できるようにする。

参加人数／集会所所在 目標 3 3 3 3
％

の65歳以上人口 実績 1.8 2.7
目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 26 35 0 0 0

事業費計(A) 千円 26 35 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 報償費 19
費

入 需用費 16

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.31 0.46 0 0 0

人件費計(B) 千円 2,271 3,352 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 2,297 3,387 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
集会所周辺住民交流事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 集会所周辺住民交流事業 分 事業分類 イベント等開催事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 平成17年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市同和対策集会所条例、同施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　集会所所在の高齢者世帯を対象に、「ほほえみ 左記の事業内容を富士見町集会所を除く市内７集会所において、毎年１回実施し
サービス事業」を行う。 ている。
・地域保育園児との交流 富士見町集会所については、まなびや会支援事業の一つとして同様の事業を実施
・民生委員や集会所利用者（ボランティア）によ している。
る手作りの昼食の無料提供
・保健師による健康診断
・人権学習講師によるゲームや講話など R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

参加人数 人 41 61 100
開催回数 回 1 3 8

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

集会所所在の高齢者（６５歳以上） R3年度 R4年度 R5



所

なければできない 妥当

周

である 削減の余地はな

辺

い

類似事務事業はない

住

成果向上余地がない 取

民

組むことができなかっ

交

た

成果向上余地がない

流事業 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

佐野地区は平成13年度に住民の要望により開始した。南小見集会所は市町合併以前から、多
①この事務事業は、いつ頃、

田町集会所は平成１８年度から、富士見町集会所は平成5年度から、それぞれの地元の要望
どのようなきっかけで開始しましたか？

により開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成14年3月の地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の期限切れ

県などの法令等、社会情勢など）は を迎え、同和対策から同和問題をはじめとする様々な人権問題を解決していくという一般対

事務事業の開始時期と比べてどのように 策に移行された。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 毎年楽しみにしているので継続して実施してもらいたいとの地元の意見がある。

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、４会場で中止となった 参加し易い環境づくりとい周知方法の改善を図る。

ため。

３．評価結果の総括と今後の

B
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標
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会

地

結びついている 市で



より中止。
した団体である。 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）

団体の活動数 事業 49 66
人権学習会の参加者数 人 - 16
高齢者交流会の参加者数 人 - -

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

富士見町集会所まなびや会 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
まなびや会 団体 1 1

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
まなびや会の実施する事業を充実させることによ

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
り、会員及び地域住民の人権問題についての理解
を深め、差別の解消を図る。 研修会の参加者で理解 目標 100 100 100 100

％
が深また人の割合 実績 - 92.9

目標
実績

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している。
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 84
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0

一般財源 千円 50 50 0 0 0

事業費計(A) 千円 50 50 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 負担金、補助及び 50
費

入

量
事業費の

千円
内訳

人
件
費

職員従事工数 人工 0.14 0.14 0 0 0

人件費計(B) 千円 1,026 1,020 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 1,076 1,070 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
富士見町集会所まなびや会支援事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 富士見町集会所まなびや会支援事業 分 事業分類 支援事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和63年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律　佐野市人権教育・啓発推進行動計画

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

　富士見町集会所まなびや会に交付金を交付し、 （市の活動）・まなびや会に交付金を支出するための手続きを行った。
まなびや会が行う人権学習を支援している。 （まなびや会の活動）・人権学習講演会、高齢者交流事業及び集会所奉仕作業、
　まなびや会とは、人権問題についての理解とそ 消火訓練を開催。人権学習会の参加等市事業に積極的に協力をし、協働的活動を
の解決ための実践的態度の育成、会員相互の資質 している団体。
の向上及び親睦を図ることを目的とし、集会所事 　※令和４年度は、高齢者交流会、交流研修会、発表会は、新型コロナウイルス
業「人生まなびや講座」受講生を会員として設立 感染症対策に
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上余地
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集
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会
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ない

や会支援事業 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

昭和54年度に「趣味の会」が発足。昭和63年に、会員自らにより同和問題等の人権意識が高
①この事務事業は、いつ頃、

められるよう補助金を交付し、団体の育成を図った。なお、平成19年度から集会所事業「人
どのようなきっかけで開始しましたか？

生まなびや講座」に名称変更と同時に、団体名「富士見町集会所まなびや会」と改名した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成14年3月の地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の期限切れ

県などの法令等、社会情勢など）は を迎え、同和対策から同和問題を始めとする様々な人権問題を解決していくという一般対策

事務事業の開始時期と比べてどのように に移行された。

変化していますか？

③この事務事業に対して、当該年度中、 なし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

現状維持（従来通り実施）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価結果が「成果向上余地がない」ため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、高齢者交流会、研修会 各事業を状況に応じ、工夫して実施する。

、発表会が中止となったため。

３
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この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

集会所の建物及び敷地 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
対象指標 単位

（実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
集会所総敷地面積 ｍ² 6,722 6,722
集会所総延床面積 ｍ² 1,569 1,569

目
③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

的
集会所を不都合なく安全に利用してもらう

成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

集会所開館日数 目標
日

実績 201 243
苦情、事故等件数 目標 0 0 0 0

実績 0 0
④結果（どのような結果に結びつけますか？）

日常生活において、人権を意識している
上位成果指標 単位 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

人権を意識しながら生 目標 78 80 82 82
％

活している市民の割合 実績 78.2 81.1
目標
実績

（２）総事業費の推移・内訳

財源内訳 単位 Ｒ３年度（実績） Ｒ４年度（実績） Ｒ５年度（目標） Ｒ６年度（目標） Ｒ７年度（目標）

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 8 0 0 0

一般財源 千円 8,482 7,922 0 0 0

事業費計(A) 千円 8,482 7,930 0 0 0
事

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費
業

投 需用費 2,904
費

入 報酬 1,627

量 役務費 825
事業費の

千円 工事請負費 583
内訳

委託料 582

報償費 420

職員手当等 320

その他 670

人
件
費

職員従事工数 人工 2.08 1.67 0 0 0

人件費計(B) 千円 15,240 12,169 0 0 0

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(A)+(B) 千円 23,722 20,099 0 0 0

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和6年2月22日

評価対象年度 令和4年度 政策体系コード 07010201

事務事業マネジメントシート
同和対策集会所維持管理事業 本年度担当課 隣保館

事務事業名
前年度担当課 隣保館

基本目標07 市民参加による自立したまちづくり 新規・継続 継続事業

政策 政　策 01 人権を尊重した市民参加によるまちづくり 実施計画・一般 一般事業

体系 施　策 02 個々の人権を尊重する地域社会の形成と男女共同参画社会の実現 事 市単独・国県補助 市単独事業

基本事業01 人権意識の高揚と人権擁護の推進 業 任意・義務 任意的事業

予算 会計 款 項 目 予算事業名 区 実施方法 直営

科目 一般 10 04 01 同和対策集会所維持管理事業 分 事業分類 施設維持管理事業

市長公約 該当なし
事業計画 単年度繰り返し 事業期間 昭和52年度 ～

総合戦略 該当なし

根拠法令・条例等 佐野市同和対策集会所条例、同施行規則

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和4年度実績（令和4年度に行った主な活動内容）

大橋町西部、大橋町東部、赤見町山崎、免鳥町、 左記の事業について、随時実施した。
並木町田中、富士見町の６集会所に常駐職員１名 令和5年3月 免鳥集会所集会室空調機更新工事実施。
配置及び小見町南小見集会所担当職員を田沼福祉  
コミュニティセンターに１名配置し、集会所の維
持管理(集会所の鍵の開閉、電気・ガス・冷暖房
機・火災報知機・消火器等の設備器具及び公用車
の点検管理、施設内の日常清掃・庭木の手入れ・ R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

活動指標 単位
除草)や集会所利用申請受付・許可書の交付を行 （実績）（実績）（目標）（目標）（目標）
う。 委託清掃回数(各施設） 回 12 12

委託施設点検件数(各施設） 件 1 1

②対象（



対

評価結果に基づいた改
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革改善案を記入します
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管
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成果向

事

上余地がない

業 本年度担当課 隣保館
事務事業名

前年度担当課 隣保館

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

同和対策事業特別措置法(昭和44年)を受け、佐野市同和対策集会所の設置、管理及び運営に
①この事務事業は、いつ頃、

関する条例(昭和51年)により、昭和52年大橋町西部集会所を最初に、昭和58年並木町田中集
どのようなきっかけで開始しましたか？

会所を最後とし、市内に８施設の同和対策集会所を開設する。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・平成14年3月の地域改善対策事業に係る国の財政上の特別措置に関する法の期限切れを迎え

県などの法令等、社会情勢など）は 、同和問題を含めた様々な人権問題解決という一般施策への方向転換があった。

事務事業の開始時期と比べてどのように 多田町集会所は、著しい屋根の破損による修復不能な状態となり令和２年度末で閉館し、当

変化していますか？ 集会所の各事業は田沼北部地区コミュニティセンターを利用し実施。

③この事務事業に対して、当該年度中、 特になし

関係者（市民、議会、事務事業対象者）

からどのような意見・要望がありますか？

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持により対象外

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系の整合性 ②実施主体の妥当性 ③対象・意図の妥当性 ④事業費・人件費の削減余地

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性 類似事務事業の名称 ⑥成果向上余地前年度評価結果 ⑦左記に対する取組結果

⑧取組結果の理由 ⑨事務事業の成果向上余地

前年度評価が「成果向上余地がない」のため取組実績なし

⑩Ａ表の成果指標の目標が達成できた理由、できなかった理由 ⑪目標達成に向けて必要となる取組内容

各集会所担当職員の適格な修繕及び利用者への適切な配慮のた
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３．評価結果の総
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事務事業の評価結果 （
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